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第１【公開買付要項】
 

１【対象者名】

らでぃっしゅぼーや株式会社

 

２【買付け等をする株券等の種類】

（１）普通株式

（２）新株予約権

①対象者の平成17年７月25日開催の臨時株主総会及び対象者取締役会の決議に基づき発行された第２回新株予約権

（以下「第２回新株予約権」といいます。）

②対象者の平成17年７月25日開催の臨時株主総会及び平成17年11月29日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行さ

れた第３回新株予約権（以下「第３回新株予約権」といいます。）

③対象者の平成19年２月16日開催の臨時株主総会及び対象者取締役会の決議に基づき発行された第４回新株予約権

（以下「第４回新株予約権」といいます。）

④対象者の平成19年２月16日開催の臨時株主総会及び対象者取締役会の決議に基づき発行された第５回新株予約権

（以下「第５回新株予約権」といいます。）

⑤対象者の平成19年２月16日開催の臨時株主総会及び対象者取締役会の決議に基づき発行された第６回新株予約権

（以下「第６回新株予約権」といい、第２回新株予約権乃至第６回新株予約権を「本新株予約権」と総称します。）

 

３【買付け等の目的】

（１）公開買付けの概要

当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場（以下「Ｊ

ＡＳＤＡＱ」といいます。）に上場している対象者の発行済普通株式の全て（対象者が保有する自己株式を除きます。）

及び本新株予約権の全てを取得し、対象者を当社の完全子会社（後記「（２）本公開買付けを実施する背景及び目的並び

に本公開買付けを実施するに至った意思決定の過程」に記載の株式会社ローソンによる対象者に対する出資が行われた

場合において、当社及び株式会社ローソンが対象者の発行済株式の全てを保有する状態を含みます。以下同じです。）とす

ることを目的として、公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を実施することを決議いたしました。当社は、本

公開買付けに対して応募された対象者普通株式の総数が、対象者が平成24年１月13日に提出した第24期第３四半期報告書

に記載された平成23年11月30日現在の対象者普通株式の発行済株式総数（6,939,317株）から同四半期報告書に記載され

た平成23年11月30日現在の対象者が保有する自己株式（277,300株）を控除した数に占める比率（以下「応募比率」とい

います。）が３分の２以上（応募株式数にして4,441,345株以上）に達した場合には、本完全子会社化手続（後記「（４）

本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に定義された意味を有するものとします。以

下同じです。）の実施につき対象者の株主の皆様の十分な理解が得られたものと判断し、本完全子会社化手続を実施する

ことを企図しております（詳細は、後記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」をご参照下さい。）。

本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を3,706,600株（対象者が平成24年１月13日に提出した第24期第３四半期報

告書に記載された平成23年11月30日現在の対象者普通株式の発行済株式総数（6,939,317株）に、同四半期報告書に記載

された平成23年11月30日現在の本新株予約権（合計3,285個）の目的となる対象者普通株式の数（合計328,500株）を加

えた数（7,267,817株、以下「完全希薄化後の総株式数」といいます。）に占める割合（以下「所有割合」といいます。）

にして51.00％（小数点以下第三位を四捨五入。以下比率の計算において、特に別の取扱いを定めていない限り、同様に計

算しております。））としており、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合には応募株券等の全部の買

付けを行いません。一方、本公開買付けにおいては、買付予定数の上限を設けておりませんので、応募株券等の数の合計が

買付予定数の下限以上の場合には、当社は、応募株券等の全部の買付けを行います。
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なお、当社は対象者普通株式3,238,229株（所有割合にして44.56％）を所有する筆頭株主である、ジャフコ・バイアウト

２号投資事業有限責任組合（以下「ＭＢＯ２」といいます。）及び対象者普通株式134,926株（所有割合にして1.86％）

を所有する上位株主であるJAFCO Buyout No.2 Investment Limited Partnership (Cayman) L.P.（以下「ＪＢＯ２」と

いい、ＭＢＯ２と併せて「対象者大株主」といいます。）との間で平成24年１月30日付で公開買付応募契約（以下「本応

募契約」といいます。）を締結し、対象者大株主がその所有する対象者普通株式の全てを、本公開買付けに応募する旨の合

意をしております（本応募契約の概要については、後記「（６）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付け

への応募に係る重要な合意に関する事項」をご参照下さい。）。

また、対象者によって公表された平成24年１月30日付「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社株券等に対する

公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」によれば、対象者は、本公開買付けに伴うメリットと対象者株式の上場維

持の意義等を総合的に勘案した結果、対象者が当社の子会社となり、当社とのシナジー効果の早期実現及び最大化を図る

ことが、対象者及び当社の企業価値の向上、持続的な発展へとつながり、ひいては両社それぞれのステークホルダーの利益

に資すると判断したとのことです。さらに、対象者取締役会は、後記「（７）本買付価格の公正性を担保するための措置及

び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」の「②対象者における措置」に記載

のとおり、当社及び対象者から独立した第三者算定機関としてのフィナンシャル・アドバイザーである野村證券株式会社

（以下「野村證券」といいます。）から取得した株式価値算定書及び算定結果についての説明、森・濱田松本法律事務所

からの法的助言、独立した社外監査役からの意見その他の関連資料を参考の上、本公開買付けを実施の上、後記「（４）本

公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり本完全子会社化手続を実施す

る取引（以下「本取引」といいます。）に関する諸条件について慎重に協議及び検討を行った結果、対象者の普通株式に

係る買付価格（以下「本買付価格」といいます。）及び本公開買付けのその他の諸条件は、対象者の株主の皆様にとって

妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して、直近の一定期間（直近６ヶ月、直近３ヶ月、直近１ヶ月、直近

１週間）の平均株価に対して一定のプレミアムが付された価格により株式売却の合理的な機会を提供するものであると

判断したとのことです。本新株予約権については、対象者の役員や従業員に対するインセンティブとして付与したもので

あり、その保有者が対象者の役員や従業員に限定されるうえ、本新株予約権を行使するには対象者の取締役若しくは従業

員の地位にある必要があるため、当社が取得しても権利行使を行うことが出来ないことを鑑み、第三者算定機関から価値

算定に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付価格の妥当性について検証を行っていないことから、本公

開買付けに応募するか否かについては本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ねることとしたとのことです。

以上より、対象者は平成24年１月30日開催の対象者取締役会において、取締役の全員一致により、本公開買付けについて

賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨、及び本新株予約

権に関して本公開買付けに応募するか否かについては本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ねる旨を決議したとの

ことです。なお、監査役３名（うち社外監査役２名）の全員が、上記対象者取締役会に出席し、当該決議に異議はない旨の

意見を述べているとのことです。

 

（２）本公開買付けを実施する背景及び目的並びに本公開買付けを実施するに至った意思決定の過程

当社は、平成３年８月、日本電信電話株式会社の出資により、エヌ・ティ・ティ・移動通信企画株式会社として設立以来、

携帯電話サービスを提供してまいりました。以後、「新しいコミュニケーション文化の世界の創造」に向けて「iモード」

サービス、ケータイクレジット「ｉＤ」の提供、新たな通信規格であるＬＴＥ（注１）を利用した「Ｘｉ」（クロッ

シィ）サービスを開始するなど、お客様の多様なニーズに応える様々なサービスの進化に取り組んでおります。また、平成

20年10月に「新たな成長を目指したドコモの変革とチャレンジ」を打ち出し、当社のチャレンジとして社会の持続的成長

に向けて、環境・エコロジー、安心・安全、健康管理などの分野で事業を展開し、新しい領域での価値を創造することを狙

いとした「ソーシャルサポートサービスの推進」を行っております。

当社は、「2020年ビジョン」として当社が掲げる「HEART～スマートイノベーションへの挑戦～」を実現するための確実

なステップとして、平成27年度に向けて取り組む方向性を示す「中期ビジョン２０１５～スマートライフの実現に向けて

～」を策定しました。今後当社は、モバイルのサービス進化と、産業・サービスの融合による新たな価値創造への取り組み

を当社のクラウドコンピューティング（注２）で加速させ、お客様の暮らしやビジネスがより安心・安全かつ便利・効率

的になることにより、より充実したスマートライフの実現を目指しております。
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（注１）　ＬＴＥとは、Long Term Evolutionの略称であり、第三世代携帯電話を発展させた次世代通信方式をいいます。

（注２）　クラウドコンピューティングとは、ネットワーク、特にインターネットを介したハードウェア、ソフトウェア等

の利用形態をいいます。

 

一方、対象者は、リサイクル運動の市民団体として誕生した「日本リサイクル運動市民の会」が、昭和63年１月に有機・

低農薬野菜の会員制宅配事業である「らでぃっしゅぼーや」事業を開始し、その事業を目的として同年５月17日に設立さ

れ、主に契約農家・契約農業法人等より仕入れた農産品、畜産販売業者・畜肉加工メーカーより仕入れた畜産品、漁業組合

や水産加工メーカーより仕入れた水産品、加工食品メーカーより仕入れた加工食品並びに雑貨メーカーや商社より仕入れ

た日用品等を、対象者の会員や一般顧客へは戸別宅配によって、また、外食・中食企業、食品専門商社へは卸売によって販

売しております。

対象者は、平成20年のジャスダック証券取引所への上場により資金調達した８億３千万円のうち、システム投資として２

億３千万円を費やし、翌年以降も通期２億円近いシステム投資を行ってきております。平成22年９月27日には初の九州圏

物流拠点となる「らでぃっしゅぼーや九州センター」を開設、その後も受発注等管理業務の効率性を高めるための基幹シ

ステムソフトウェアの導入を行うなど宅配事業を強化する一方、平成22年２月17日に対象者が運営するネットスーパーで

ある「eらでぃっしゅ」をオープンさせ、株式会社ローソンと共同で運営するなど、システム開発にも積極的に投資をする

ことにより、規模・シェアの拡大のみならず企業価値向上に継続して取り組んでまいりました。

消費者の「食の安心・安全」及び環境へ配慮したライフスタイルへの関心が高まる中、対象者がビジョンに掲げる「こ

どもとお母さんにとって最も愛され信頼されている企業」となるべく、以下の６項目を対処すべき課題と認識し、企業価

値向上に取り組んでおり、対象者の事業環境は今後も成長が期待できるものと考えております。

①　顧客視点のマーケティング

より「こどもとお母さん」の視点に立った商品・サービスを生み出す、企画・マーケティング・分析のそれぞれの機

能の強化

②　品質の強化

商品のさらなる品質の向上を目指した体制の強化

③　生産機能の獲得

「高い品質」と「値ごろ感」を両立する仕組みを構築するための生産機能の獲得

④　３つの販売チャネル

多様化する顧客のニーズに応えるため、顧客の生活シーンに合わせた宅配、店舗、通販の３つの売場の提供

⑤　食を軸とした社会貢献

お客様や生産者と一体となった社会貢献活動を行うことによりファン作りを推進

⑥　成長を担う人材開発

経営ビジョンの実現を担う人材の育成

 

このような対象者の事業内容は、当社が中期ビジョンで掲げる領域の一つであるコマース事業（注３）への本格展開を

加速することが出来ると考えております。具体的には、コマース事業を展開する上で、日々の生活の根幹である“食品”は

重要な領域であり、モバイルで日常的に利用するサービスを提供できる点において、事業シナジーが期待できること、対象

者の取り扱う商品は、独自の品質基準により長年トップブランドとして認知されており、当社の商品(スマートフォン、タ

ブレット等)と組み合わせた付加価値の高いコマースサービスを提供することで、両社の顧客満足を相互に向上すること

が出来る点において、事業シナジーが期待できます。また、「食の安心・安全」「高齢化社会・買い物弱者（注４）へのソ

リューション」「環境保全・農業問題」など社会的課題について、対象者のリソースを活用して取り組むことで、事業シ

ナジーが期待できます。

　これらの事業シナジーとして、タブレットやモバイル端末を活用したマーケティングの高度化、当社顧客基盤を活用した

送客モデルの構築、ケータイでの簡易決済による利便性向上など、新たなモバイルとコマース事業とのシナジーを想定し

ております。

（注３）　コマース事業とは、ネット及びリアル店舗での商品・サービス取引事業をいいます。

（注４）　買い物弱者とは、流通機能や交通網の弱体化とともに、食料品等の日常の買い物が困難な状況に置かれている

人々をいいます。
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当社は、対象者の更なる成長には、持続的な会員数の拡大が欠かせない要素であると考えており、当社の既存のお客様層

5,900万人（プレミアクラブ会員5,154万人）及びこれまで他社との提携で培ってきたネット環境での会員化スキームは、

対象者の更なる成長に大きな役割を果たし得るものと考えております。一方、当社の既存のお客様層に対しても、対象者の

サービスを通じ、「食の安心・安全」といった産業の垣根を越えた新たな価値を提供することに繋がるものと考えており

ます。

そこで、当社は、本公開買付けによる対象者の発行済普通株式の全て（対象者が保有する自己株式を除きます。）の取得

について、平成23年６月頃、対象者大株主との間で協議を開始しました。その後、当社は、平成23年10月末頃に対象者大株主

及び対象者との間で本公開買付け及びその後の完全子会社化の実施について相互の理解を確認し、デュー・ディリジェン

スを経て当社、対象者大株主及び対象者の間で更に協議を進めた結果、対象者が当社の完全子会社として当社グループの

一員となることにより、統一的かつ迅速な意思決定を可能とする体制を構築し、上記のような当社と対象者の協業による

シナジー効果を最大化することが、対象者と当社グループの長期的かつ持続的な企業価値の向上に向けた最良の選択であ

るとの結論に至り、平成24年１月30日開催の当社取締役会において、本公開買付けを実施することを決定し、同日、対象者

大株主との間で本応募契約を締結しました。

また、当社と対象者は、同日付で公開買付賛同契約（以下「本公開買付賛同契約」といいます。）を締結しております。本

公開買付賛同契約の概要は以下のとおりです。

①　対象者は、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「公開買付期間」という。）が満了するまでの間、対象者の株

主に対して本公開買付けへの応募を勧める旨の対象者の取締役全員一致による取締役会決議（以下「賛同決議」とい

う。）を維持し、これを撤回又は変更する取締役会決議を行わないものとする。但し、賛同決議を維持することが対象者

の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合はこの限りではない。

②　対象者は、本公開買付賛同契約締結日以降、公開買付者以外の者に対し、公開買付けの実施その他の方法により株券等

を取得するよう勧誘、提案、打診その他これを誘引する行為を行わず、また、公開買付者以外に公開買付けを実施しよう

とする者と当該公開買付けに関して積極的に接触しないものとする。但し、かかる勧誘等を行わないことが対象者の取

締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合にはこの限りではない。

③　対象者は、善良なる管理者の注意をもって、かつ、本公開買付賛同契約締結日以前に行っていたところと実質的に同一

かつ通常の業務遂行の方法により、対象者の業務の執行及び財産の管理・運営を行うものとし、また、一定の事項につ

いては、公開買付者の事前の書面による同意を得るものとする。

④　本公開買付けが成立した場合には、その後公開買付者の指定する者が対象者の役員に選任されるまでの期間、対象者

は、対象者の取締役会に対して公開買付者が指定する者若干名をオブザーバーとして参加させる。

⑤　対象者は、本公開買付けに応募された対象者の発行済普通株式の合計数が4,441,345株以上の場合で、かつ、公開買付

者が本公開買付けによって株券等の全てを取得できなかった場合には、本公開買付けの完了後、対象者の株主を公開買

付者のみとするための手続として公開買付者が指定する手続を実施するため、公開買付者に対して必要な協力を行う

ものとする。但し、本公開買付けの応募状況、本公開買付け後における公開買付者の保有株券等の数その他の事由によ

り、当該協力を行うことが対象者の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合にはこ

の限りではない。

⑥　本公開買付けが成立した場合には、対象者は、平成24年５月に開催が予定される対象者の定時株主総会に上程する議

案について、対象者の取締役会における決定に先立ち、公開買付者と事前に協議を行うものとする。

⑦　公開買付者は、対象者の経営の独立性を尊重するものとし、対象者の行う取引が対象者の企業価値の維持・向上等に

寄与するものであると認める場合には承認するものとする。

⑧　本公開買付けが成立した場合、対象者において資金調達の必要が生じた場合には、公開買付者が合理的であると判断

した範囲内で協力するものとする。

さらに、当社は、平成24年１月30日付「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ及び株式会社ローソンとの業務提携及び資本

提携の検討に向けた基本合意に関するお知らせ」において対象者が公表しておりますとおり、当社、株式会社ローソン及

び対象者の間において、本公開買付けの成立を前提とした業務提携及び資本提携の検討について平成24年１月30日付で基

本合意しております。当社は、本公開買付けが成立した場合、その後、株式会社ローソン及び対象者との間において、以下の

提携内容について、最終的な契約の締結を目指し、協議・検討いたします。
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①　３社による協業関係の実現をより強固なものとするための、株式会社ローソンから対象者への所有割合にして最大

20％の出資（当該出資のために、公開買付者が、本公開買付けにより取得した対象者普通株式の一部（公開買付者の所

有割合が50％超となる範囲とします。）を、本公開買付け後、原則として、公開買付者が対象者を完全子会社化した後

に、株式会社ローソンの社内手続上必要な承認が得られることを条件として、本買付価格で株式会社ローソンに対して

譲渡することを含みます。）

②　上記出資を前提とし、対象者の代表取締役副社長１名を株式会社ローソンから派遣すること

③　公開買付者が保有するモバイルＩＴノウハウと、株式会社ローソン及び対象者が保有する物流ノウハウの融合、及び

株式会社ローソンと対象者による共同物流センターの構築等を通じた物流機能の効率化

　なお、株式会社ローソンの概要は以下のとおりです。

　（沿革）

昭和50年４月 株式会社ダイエーの100％子会社として、ダイエーローソン株式会社を大阪府吹田市豊
津町９番１号に設立。

昭和50年６月 １号店「桜塚店」（大阪府豊中市南桜塚）をオープン。

昭和54年９月 株式会社ローソンジャパンへ商号変更。

昭和55年９月 株式会社テー・ブィ・ビーサンチェーンと業務提携。

昭和57年１月 西日本ローソン株式会社を設立。

昭和57年７月 東日本ローソン株式会社を設立。

昭和61年９月 九州ローソン株式会社、北日本ローソン株式会社を設立。

平成元年３月 株式会社サンチェーンを合併し、株式会社ダイエーコンビニエンスシステムズに商号変
更。

平成２年３月 子会社（西日本ローソン株式会社、東日本ローソン株式会社、九州ローソン株式会社、北
日本ローソン株式会社）４社を統合。

平成４年10月 株式会社パコールと業務提携及び営業権譲受。

平成８年２月 中華人民共和国上海市に華聯集団有限公司との合弁にて、上海華聯羅森有限公司（連結
子会社）を設立。

平成８年６月 株式会社ローソンへ商号変更。

平成８年11月 株式会社エーアンドビー（島根県）の株式取得。

平成９年７月 全国47都道府県への出店を完了。

平成９年12月 株式会社ローソンチケット（現・株式会社ローソンＨＭＶエンタテイメント。現・連結
子会社）を連結子会社化。

平成12年２月 三菱商事株式会社と広範囲な業務提携契約を締結。

平成12年５月 株式会社ローソン・イープランニング（連結子会社）を設立。

平成12年７月 東京証券取引所及び大阪証券取引所各市場第一部に株式上場。

平成12年10月 株式会社アイ・コンビニエンス（連結子会社）を設立。

平成13年５月 株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス（現・連結子会社）を設立。

平成14年２月 株式会社ローソン・シーエス・カード（持分法適用関連会社）を設立。

平成16年３月 株式会社ベストプラクティス（現・連結子会社）を設立。

平成16年４月 株式会社ローソン・イープランニングから株式会社ナチュラルローソン（連結子会
社）へ商号変更。
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平成16年５月 上海華聯羅森有限公司（現・連結子会社）が連結子会社から持分法適用関連会社へ異

動。

平成16年10月 株式会社ローソンチケットが社団法人日本証券業協会（現・大阪証券取引所　ＪＡＳＤ
ＡＱ市場）へ株式店頭登録。

平成16年10月 東北スパー株式会社（岩手県）と営業権譲渡に関する契約書を締結。

平成17年４月 株式会社バリューローソン（連結子会社）を設立。

平成18年４月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモと業務提携契約を締結。同時に自己株式の譲渡によ
る資本提携。

平成19年２月 株式会社九九プラス（現・連結子会社）との業務提携及び、同社に対する資本参加。

平成19年６月 本店を東京都品川区大崎１丁目11番２号に移転。

平成19年10月 株式会社ナチュラルローソンの事業を吸収。

平成20年１月 株式会社新鮮組本部とＦＣ契約を締結。 

平成20年９月 株式会社九九プラスを連結子会社化。

平成21年１月　 株式会社サンエー（沖縄県）と業務提携契約を締結。

平成21年３月　 株式会社アイ・コンビニエンスを株式会社ローソンチケットへ吸収合併。

平成21年５月 株式会社バリューローソンを株式会社九九プラスへ吸収合併。

平成21年７月 株式会社ローソンチケットが、株式会社ローソンエンターメディアへ商号変更。

平成21年８月 株式会社マツモトキヨシホールディングスと業務提携契約を締結。　

平成21年12月　 株式会社ローソン沖縄（現・持分法適用関連会社）を通じたエリアフランチャイズ展
開の開始。

平成22年３月 株式会社クロスオーシャンメディア（現・連結子会社）を合弁会社として設立。

平成22年４月 重慶羅森便利店有限公司（現・連結子会社）を設立。

平成22年６月　 株式会社九九プラス及び株式会社ローソンエンターメディアが、株式会社大阪証券取引
所　ＪＡＳＤＡＱ市場より上場廃止。

平成22年７月　 株式会社九九プラス及び株式会社ローソンエンターメディアを完全子会社化。

平成22年12月　ＨＭＶジャパン株式会社を連結子会社化。

平成22年12月　オリコン株式会社と業務及び資本提携契約を締結。　

平成23年１月　 　株式会社ベンチャーリパブリックと業務及び資本提携契約を締結。

平成23年６月 ヤフー株式会社との連携に合意。

平成23年６月 PT MIDI UTAMA INDONESIA Tbk（インドネシア）とライセンス契約を締結。

平成23年９月 ＨＭＶジャパン株式会社を株式会社ローソンエンターメディアへ吸収合併し、株式会社
ローソンＨＭＶエンタテイメントへ商号変更。

平成23年９月 らでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社を設立。

平成23年９月 上海華聯羅森有限公司が持分法適用関連会社から連結子会社へ異動。

平成23年９月 大連羅森便利店有限公司（現・連結子会社）を設立。

平成24年１月 株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリアとＦＣ契約を締結。
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　（目的及び事業の内容）

・会社の目的

１．フランチャイズチェーンシステムによるコンビニエンスストア等の経営に関する事業

２．コンビニエンスストアを中心とする店頭及びインターネット等を通じた商品及びサービス等の販売、取次ぎ並び

に問屋業、卸売業、賃貸業及び輸出入業

３．音楽、演劇、各種イベント等のエンタテイメントに関する事業

４．公共料金等の収納代行業、集金代行業及び支払代行業

５．プリペイドカードの発行及び取扱い

６．広告代理業、一般旅行業、国内旅行業、旅行代理店業、印刷出版業、写真業、複写業及び駐車場の経営

７．薬局及び飲食店の経営

８．生命保険募集及び損害保険代理店業並びに損害保険会社に対する特定証券業務の委託の斡旋及び支援

９．商品棚卸請負業

10．貨物輸送事業

11．不動産、動産、店舗設備及び什器備品の賃貸・売買及び修理に関する業

12．不動産仲介業

13．建築並びに土木の設計監理及び施工

14．融資及び融資の斡旋に関する業並びにクレジットカード業

15．銀行代理業及び金融商品仲介業

16．情報処理サービス業、情報提供サービス業及び電気通信事業法に基づく電気通信事業

17．当せん金付証票法に基づく当せん金付証票及びスポーツ振興投票券の売りさばき

18．温室効果ガス等の排出権取引

19．各種情報流通システムのコンサルティング業

20．現金自動預入支払機の導入、設置及びそれらに係る事務委任業務

21．労働者派遣事業及び有料職業紹介事業

22．前各号に附帯する一切の業務

 ・事業の内容

　株式会社ローソングループが営んでいる各事業における位置づけは次のとおりであります。

〔コンビニエンスストア事業〕

１　株式会社ローソンは、コンビニエンスストア「ローソン」及び「ナチュラルローソン」のチェーン本部として

フランチャイズシステム及び直営店舗の運営を行っております。

２　連結子会社の株式会社九九プラスは、シングルプライスストア「ローソンストア100」などのチェーン本部とし

て、フランチャイズシステム及び直営店舗の運営を行っております。

３　連結子会社の重慶羅森便利店有限公司は、中華人民共和国重慶市でコンビニエンスストア「ローソン」の直営

店舗を運営しております。

４　連結子会社の上海華聯羅森有限公司は、株式会社ローソンと百聯集団有限公司との合弁事業として、中華人民共

和国上海市でローソン店舗のチェーン展開を行っております。

５　連結子会社のLAWSON ASIA PACIFIC HOLDINGS PTE. LTD.は、在外（中国を除く）コンビニエンスストア事業を

営む会社の統括を行っております。

６　連結子会社の株式会社ローソン富山は、富山県でローソン店舗のチェーン展開を行っております。

７　連結子会社の大連羅森便利店有限公司は、中華人民共和国大連市でコンビニエンスストア「ローソン」の店舗

を運営しております。

８　持分法適用関連会社の株式会社ローソン沖縄は、株式会社ローソンと株式会社サンエーとの合弁事業として、沖

縄県でローソン店舗のチェーン展開を行っております。

９　持分法適用関連会社のPT MIDI UTAMA INDONESIA Tbkは、インドネシア共和国でコンビニエンスストア事業を営

んでおります。

〔エンタテイメント・Ｅコマース関連事業〕

１　連結子会社の株式会社ローソンＨＭＶエンタテイメントは、主に『ローチケ.com』を通じた各種チケット販売

と、総合エンタメモール『LAWSON HOT STATION エルパカ』を通じたCD/DVD・書籍・グッズ等の販売を行って

います。
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２　持分法適用関連会社の株式会社ベンチャーリパブリックは、総合価格比較サイト「コネコネット」や旅行比較

サイト「Travel.jp」など複数のウェブサイトを運営しており、購買支援サービスの提供を行っております。

〔金融サービス関連事業〕

　連結子会社の株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークスは、主にローソン店舗における共同ATMの設置、

管理及び運用に関する業務や、入出金・振込等、共同ATM網を利用した提携金融機関の金融サービスに係る事務受託

などを行っております。

〔コンサルティング事業〕

　連結子会社の株式会社ベストプラクティスは、コンビニエンスストアの店舗運営に関する実態調査を行い、ローソ

ン店舗の改善に関わる助言及び提案を行っております。

〔広告事業〕

　連結子会社の株式会社クロスオーシャンメディアは、電子広告事業を行っております。

 

　（資本金の額及び発行済株式の総数）

 平成24年１月31日現在

資本金の額（百万円） 発行済株式の総数（株）

58,506 100,300,000

 

　（大株主）

  平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 32,089 32.13

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 3,598 3.60

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 3,361 3.37

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505223
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.
（東京都中央区月島４－16－13）

3,192 3.20

丸紅リテールインベストメント
株式会社

東京都千代田区大手町１－４－２ 2,386 2.39

野村証券株式会社自己振替口 東京都中央区日本橋１－９－１ 2,139 2.14

株式会社エヌ・ティ・ティ・ド
コモ

東京都千代田区永田町２－11－１
山王パークタワー

2,092 2.09

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエルオム
ニバスアカウント　（常任代理
人　株式会社みずほコーポレー
ト銀行決済営業部）　

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区月島４－16－13）

1,442 1.44

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー（常任代
理人　香港上海銀行東京支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋３－11－１）

1,404 1.41

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505225
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）
　

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A.
（東京都中央区月島４－16－13）

1,347 1.35

計 － 53,054 53.13
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　（役員の職歴及び所有株式の数）

    平成24年１月31日現在

役名 職名 氏名 生年月日 職歴

所有

株式数

（株）

代表取締役

社長

ＣＥＯ 新浪　剛史 昭和34年

１月30日生

昭和56年４月 三菱商事株式会社　入社 8,400

平成７年６月 株式会社ソデックスコーポレー

ション　代表取締役

平成11年７月 三菱商事株式会社　生活産業流通企

画部外食事業チームリーダー

平成12年４月 同社　ローソンプロジェクト統括室

長兼外食事業室長

平成13年４月 同社　コンシューマー事業本部ロー

ソン事業ユニットマネージャー兼

外食事業ユニットマネージャー

平成14年３月 株式会社ローソン　顧問

平成14年５月 代表取締役社長執行役員

平成16年５月 株式会社ローソンチケット（現　株

式会社ローソンＨＭＶエンタテイ

メント）　社外取締役

平成17年３月 株式会社ローソン　代表取締役社長

ＣＥＯ（現）

平成18年４月 株式会社ACCESS　社外取締役（現）

平成19年10月株式会社ローソンチケット（現　株

式会社ローソンＨＭＶエンタテイ

メント）　社外取締役 会長

平成21年６月 株式会社九九プラス　取締役 会長

（現）

平成22年６月 オリックス株式会社　社外取締役

（現）

取締役専務

執行役員

ＣＦＯ 矢作　祥之 昭和29年

５月20日生

昭和54年４月 三菱商事株式会社　入社 700

平成11年１月 同社　リスクマネジメント部投融資

第一チームリーダー

平成13年10月同社　コントローラーオフィス投融

資第一チームリーダーPM委員会事

務局リーダー

平成16年７月 同社　監査部部長代行

平成18年12月株式会社ローソン　執行役員社長補

佐

平成19年３月 常務執行役員ＣＦＯ兼コーポレー

ト管掌

平成19年５月 取締役常務執行役員ＣＦＯ兼コー

ポレート管掌兼ヒューマンリソー

ス管掌

平成21年３月 取締役専務執行役員ＣＦＯ兼マネ

ジメントサービスディレクター

平成21年９月 取締役専務執行役員ＣＦＯ(現）

平成22年４月 三菱商事株式会社　理事 (現）

平成22年12月ＨＭＶジャパン株式会社（現　株式

会社ローソンＨＭＶエンタテイメ

ント）　社外取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴

所有

株式数

（株）

取締役常務

執行役員

ＣＣＯ

兼

ＣＳＲ

担当

浅野  学 昭和24年

10月１日生

昭和52年９月 株式会社ローソン　入社 3,900

昭和55年９月 能力開発室長

平成元年３月 営業企画本部開発企画部長

平成４年３月 開発本部第１地区リクルートマネ

ジャー

平成10年３月 開発本部東日本第１リージョン担

当

平成14年１月 執行役員店舗開発本部長

平成15年３月 執行役員中部ローソン支社長

平成17年９月 上級執行役員ＣＲＯ補佐

平成18年３月 上級執行役員ＣＣＯ兼業務企画管

掌兼監査管掌

平成18年５月 取締役上級執行役員ＣＣＯ兼業務

企画管掌兼監査管掌

平成20年４月 取締役常務執行役員ＣＣＯ兼業務

企画管掌兼監査管掌

平成20年９月 取締役常務執行役員ＣＣＯ

平成22年２月 株式会社ローソンエンターメディ

ア（現　株式会社ローソンＨＭＶエ

ンタテイメント）　管理本部長

平成22年３月 同社　総務本部長

平成22年５月 株式会社ローソン　取締役常務執行

役員ＣＣＯ兼ＣＳＲ担当（現）

取締役  森山　透 昭和29年

８月９日生

昭和52年４月 三菱商事株式会社　入社 1,500

平成13年４月 同社　食品本部水産ユニットマネー

ジャー

平成16年４月 同社　中部支社生活産業部長

平成17年９月 株式会社ローソン　執行役員社長補

佐

平成17年11月常務執行役員商品・物流本部長

平成18年３月 専務執行役員商品・物流本部長

平成18年５月 取締役専務執行役員商品・物流本

部長

平成20年４月 三菱商事株式会社　執行役員

平成21年４月 株式会社ローソン　取締役（現）

平成21年４月 三菱商事株式会社　執行役員生活産

業グループＣＥＯ補佐　兼次世代事

業開発ユニットマネージャー

平成22年４月 同社　常務執行役員生活産業グルー

プＣＯＯ　兼次世代事業開発ユニッ

トマネージャー

平成23年４月 同社　常務執行役員生活産業グルー

プＣＥＯ（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴

所有

株式数

（株）

社外取締役  田坂　広志 昭和26年

４月17日生

平成２年３月 株式会社日本総合研究所　入社 －

平成８年６月 同社　取締役

平成12年４月 株式会社日本総合研究所　フェロー

（現）

平成12年４月 多摩大学大学院　教授（現）

平成12年５月 株式会社ローソン　社外取締役

（現）

平成12年６月 株式会社ソフィアバンク　代表取締

役（現）

平成17年６月 ソフトバンク・インベストメント

株式会社（現　ＳＢＩホールディン

グス株式会社）　取締役（現）

平成23年３月 内閣官房参与

社外取締役  米澤　禮子 昭和25年

４月３日生

昭和49年４月 日本航空株式会社　入社 －

昭和57年３月 株式会社ザ・アール　代表取締役社

長（現）

平成14年５月 株式会社ローソン　社外取締役

（現）

社外取締役  垣内　威彦 昭和30年

７月31日生

昭和54年４月 三菱商事株式会社　入社 －

平成13年４月 同社　食糧本部ホワイトミートユ

ニットマネージャー兼レッドミー

トユニットマネージャー

平成16年４月 同社　生活産業グループＣＥＯオ

フィス企画・業務／事業投資・審

査総括

平成17年２月 日本ケンタッキー・フライド・チ

キン株式会社　社外取締役（現）

平成17年５月 株式会社ローソン　社外取締役

（現）

平成18年４月 三菱商事株式会社　生活産業グルー

プＣＥＯオフィス室長

平成20年４月 同社　農水産本部長

平成22年４月 三菱商事株式会社　執行役員農水産

本部長

平成23年４月 同社　執行役員生活産業グループＣ

ＥＯオフィス室長兼農水産本部長

（現）

社外監査役

（常勤）

 中野　宗彦 昭和26年

９月６日生

昭和49年４月 三菱商事株式会社　入社 －

平成13年１月 同社　中部支社業務経理部長

平成14年５月 同社　機械グループコントローラー

平成18年５月 同社　コーポレートスタッフ部門付

平成18年５月 株式会社ローソン　社外監査役（常

勤）（現）

平成20年６月 株式会社九九プラス　社外監査役

（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 職歴

所有

株式数

（株）

監査役

（常勤）

 関　淳彦 昭和29年

10月４日生

昭和52年４月 株式会社ダイエー　入社 1,200

平成11年７月 株式会社ローソン　入社

平成12年４月 業務企画室総務主席

平成14年１月 総務企画室副室長

平成16年３月 総務ステーションディレクター

平成19年９月 理事執行役員ＦＣサポートステー

ションディレクター

平成22年３月 監査役付

平成22年５月 株式会社ローソンエンターメディ

ア（現　株式会社ローソンＨＭＶエ

ンタテイメント）社外監査役

（現）

平成22年５月 監査役（常勤）（現）

社外監査役  小澤　徹夫 昭和22年

６月28日生

昭和48年４月 弁護士登録　東京富士法律事務所入

所（現）

－

平成15年５月 株式会社ローソン　社外監査役

（現）

平成16年８月 マネックス・ビーンズ・ホール

ディングス株式会社（現　マネック

スグループ株式会社）社外監査役

（現）

平成19年６月 セメダイン株式会社　社外監査役

（現）

社外監査役  辻山　栄子 昭和22年

12月11日生

昭和49年４月 公認会計士登録 －

昭和55年８月 茨城大学人文学部　助教授

昭和60年４月 武蔵大学経済学部　助教授

平成３年４月 武蔵大学経済学部　教授

平成15年４月 早稲田大学商学部・大学院商学研

究科　教授（現）

平成20年６月 三菱商事株式会社　社外監査役

（現）

平成22年６月 オリックス株式会社　社外取締役

（現）

平成23年５月 株式会社ローソン　社外監査役

（現）

平成23年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ　社外監査役（現）

   計   15,700

１　取締役 田坂広志、米澤禮子、垣内威彦の３名は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役 中野宗彦、小澤徹夫、辻山栄子の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　株式会社ローソンは、経営の戦略的意思決定機能・業務執行監督機能と業務執行機能とを分離し、意思決定と業務執

行の質とスピードを上げ、企業価値向上を目指すため執行役員制度を導入しております。
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取締役を兼務しない執行役員は以下のとおりであります。

副社長執行役員 玉塚元一  上級執行役員 宮崎　純

専務執行役員 川村隆利  上級執行役員 木島一郎

常務執行役員 今川秀一  上級執行役員 安平尚史

常務執行役員 加茂正治  上級執行役員 大山昌弘

上級執行役員 河原成昭  執行役員 佐藤　達

上級執行役員 西口則一  執行役員 村山 啓

上級執行役員 水野隆喜  執行役員 澤田正幸

上級執行役員 中井　一  執行役員 前田　淳

   執行役員 唐笠一男

 

(公開買付者との関係)

公開買付者は、本書提出日現在において、株式会社ローソンの普通株式を2,092千株保有しております。

 

(本書提出日において所有する対象者株式の数)

該当事項はありません。

 

（３）本公開買付け後の経営方針

当社は、本公開買付け後においても対象者の経営の独立性を尊重し、本公開買付け後の対象者の経営体制については、基

本的に現状を維持し、一方で、早期にシナジーを極大化するため、当社から若干名の役員を派遣する予定です。なお、派遣す

る役員の詳細については、本公開買付けが成立した後に検討することを予定しております。以上のほか、上記「（２）本公

開買付けを実施する背景及び目的並びに本公開買付けを実施するに至った意思決定の過程」に記載のとおり、当社は、本

公開買付けが成立した場合、株式会社ローソンによる対象者への出資を前提として、対象者の代表取締役副社長１名を株

式会社ローソンから派遣することについて協議・検討いたします。また、対象者の社名につきましては、現在の社名を継続

して使用いたします。

 

（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

当社は、上記「（１）公開買付けの概要」に記載のとおり、対象者の発行済普通株式（対象者が保有する自己株式を除き

ます。）の全てを取得する方針であり、本公開買付けにより、当社が対象者の発行済普通株式（対象者が保有する自己株式

を除きます。）の全てを取得できなかった場合においては、応募比率が３分の２以上（応募株式数にして4,441,345株以

上）に達した場合には、以下の方法により、当社を除く対象者の株主（対象者を除きます。）に対して対象者の株式の売却

機会を提供しつつ、当社が対象者の発行済普通株式（対象者が保有する自己株式を除きます。）の全てを所有することに

なるよう一連の手続（以下「本完全子会社化手続」といいます。）を行うことを企図しております。

本完全子会社化手続を実施する場合、具体的には、本公開買付けが成立した後、当社は、①対象者の定款の一部を変更し

て、対象者において普通株式とは別個の種類の株式を発行できるようにすることで、対象者を会社法（平成17年法律第86

号。その後の改正を含みます。以下同じです。）の規定する種類株式発行会社とすること、②対象者の定款の一部を変更し

て、対象者の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをい

います。以下同じです。）を付すこと、及び③対象者の当該株式の全て（対象者が保有する自己株式を除きます。）を取得

し、当該取得と引換えに別個の種類の対象者株式を交付することを付議議案に含む対象者の臨時株主総会（以下「本臨時

株主総会」といいます。）を開催することを対象者に要請する予定です。

また、かかる手続の実行に際して、本臨時株主総会において上記①の付議議案に対するご承認をいただきますと、対象者

は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記②の定款の一部変更については、会社法第111条第２項第１号に

基づき、本臨時株主総会の決議に加えて、株式の内容としての全部取得条項が付されることになる対象者の普通株式を保

有する株主の皆様を構成員とする、種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となるため、当社

は対象者に対し、本臨時株主総会と同日に、上記②の定款一部変更を付議議案に含む本種類株主総会を開催することを要

請する予定です。なお、当社は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予定です。
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上記各手続が実行された場合には、対象者の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、その全て（対象者

が保有する自己株式を除きます。）が対象者に取得されることとなり、対象者の株主の皆様には当該取得の対価として別

個の種類の対象者株式が交付されることになりますが、対象者の株主の皆様のうち交付されるべき当該別個の種類の対象

者株式の数が１株に満たない端数となる株主の皆様に対しては、会社法第234条その他関係法令の定める手続に従い、当該

端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。以下同じです。）に相当する当該別個の

種類の対象者株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されることになります。

なお、当該端数の合計数に相当する当該別個の種類の対象者株式の売却の結果、当該株主に対して交付される金銭の額に

ついては、本公開買付けにおける本買付価格に当該各株主が保有していた対象者普通株式の数を乗じた価格と同一になる

よう算定する予定です。また、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する対象者株式の種類及び数は、

本書提出日現在未定でありますが、当社が対象者の保有する自己株式を除く発行済株式総数の全部を保有することとなる

よう、当社以外の本公開買付けに応募されなかった対象者株式の株主の皆様に対し交付しなければならない対象者株式の

数が１株に満たない端数となるよう決定する予定であります。

当社は、本完全子会社化手続を実施する場合、平成24年８月頃までに本完全子会社化手続を完了することを企図しており

ますが、その具体的な日程等の詳細については未定です。

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、(a)上記②の普通株式に全

部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従って、株主の

皆様はその保有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、(b)上記③の全部取得条項が付された

普通株式の全部取得が本臨時株主総会において決議された場合には、会社法第172条その他の関係法令の定めに従って、株

主の皆様は当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められております。これらの(a)又は(b)の方

法による１株当たりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。

なお、当社は、本完全子会社化手続が、対象者の株主の皆様の意思を適切に反映し、その賛同を得た上で実施されることを

確保する観点から、本公開買付けにおける応募比率が３分の２以上（応募株式数にして4,441,345株以上）に達した場合

には、本完全子会社化手続の実施につき対象者の株主の皆様の十分な理解が得られたものと判断し、本完全子会社化手続

を実施いたしますが、応募比率が３分の２未満となった場合においては、本完全子会社化手続の実施を見合わせることを

企図しております。

また、応募比率が３分の２以上に達した場合であっても、関係法令についての当局の解釈、並びに本公開買付け後の当社

の株式の保有状況及び当社以外の対象者の株主の皆様による対象者の株式の保有状況等によっては、実施に時間を要し、

又は、それと概ね同等の効果を有する他の方法に変更する可能性があります。但し、その場合でも、本公開買付けに応募さ

れなかった対象者以外の対象者の株主の皆様に対しては、最終的に金銭を交付する方法が採用される予定であり、その場

合に対象者の各株主に交付されることになる金銭の額についても、本買付価格に当該各株主が保有していた対象者普通株

式の数を乗じた価格と同一となるよう算定される予定です。

なお、本公開買付けは、本臨時株主総会及び本種類株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切

ありません。また、本公開買付け又は上記手続による金銭等の受領、及び株式買取請求による買取り等の場合の税務上の取

扱いについては、株主の皆様において自らの責任にて税理士等の専門家にご確認いただきますようお願いいたします。

 

（５）上場廃止となる見込み及びその理由

対象者普通株式は、現在、ＪＡＳＤＡＱに上場していますが、当社は本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上

限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、対象者普通株式はＪＡＳＤＡＱの上場廃止基準に従い、所定の手

続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しない場合でも、本公開買付

けが成立し、その後上記「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の本

完全子会社化手続を実行する場合、対象者普通株式はＪＡＳＤＡＱの上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止と

なります。これに対し、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当せず、かつ、本完全子会社化手続の実施を見合わせた場

合、対象者普通株式はＪＡＳＤＡＱに上場を維持することとなる予定です。
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なお、上場廃止後は、対象者普通株式をＪＡＳＤＡＱにおいて取引することができなくなります。また、上記「（４）本公

開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の本完全子会社化手続が実行される場合、

全部取得条項が付された対象者の普通株式の対価として交付されることとなる別の種類の対象者の株式の上場申請は行

われない予定であります。

 

（６）公開買付者と対象者の株主との間における本公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項

当社は対象者大株主との間で平成24年１月30日付で、対象者大株主が保有する対象者普通株式の全て（ＭＢＯ２の所有

株式数3,238,229株、所有割合にして44.56％、ＪＢＯ２の所有株式数134,926株、所有割合にして1.86％）について本公開

買付けに応募する旨の本応募契約を締結しております。なお、対象者大株主は、①当社の本応募契約上の表明保証（注１）

が重要な点において真実かつ正確ではなく、又は、本公開買付けの決済日において重要な点において真実かつ正確ではな

いことが見込まれる場合、②当社に本応募契約上の義務（注２）の重大な違反がある場合、③対象者大株主が対象者に関

する未公表の重要事実を認識している場合、④対象者の取締役会が本公開買付けに賛同する旨を決議しておらず、又は、か

かる賛同の意見表明が撤回若しくは変更された場合、⑤本公開買付けに対抗する公開買付け（以下「対抗公開買付け」と

いう。）が開始された場合において、対抗公開買付けにおける対象者の普通株式１株当たりの買付価格が本買付価格を一

定程度上回る価格である場合であって、当社と対象者大株主との間で協議が調わない場合等には、本公開買付けに応募し

ない又は本応募契約を解除することができますが、かかる場合であっても、対象者大株主がその任意の裁量により本公開

買付けに応募することは禁止又は制限されておりません。なお、対象者大株主からその保有する対象者普通株式の全部又

は一部の応募がなかった場合には、買付予定数の下限に達せず、本公開買付けは買付け等の条件を満たさない可能性があ

ります。

（注１）本応募契約においては、(ⅰ)存在の適法性・有効性、(ⅱ)権利能力・行為能力、(ⅲ)社内手続の履践、(ⅳ)本応募契

約の執行可能性、(ⅴ)法令・内部規則・契約違反の不存在等、(ⅵ)法令遵守、(ⅶ)法的倒産事由の不存在及び(ⅷ)買

付資金の存在が当社の表明保証事項とされております。

（注２）本応募契約において、当社は、(ⅰ)決済日までの間に当社による表明保証又は本応募契約上の義務の違反が生じた

場合には、その内容を直ちに応募者らに通知する義務、(ⅱ)私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和22年法律第54号。その後の改正を含みます。以下「独占禁止法」といいます。）上必要な措置を採る義務、(ⅲ)本

公開買付けの条件変更の場合の通知義務及び(ⅳ)秘密保持の義務を負っています。

 

（７）本買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保する

ための措置

当社及び対象者は、対象者大株主が当社と本応募契約を締結しており、必ずしも対象者大株主と対象者の少数株主との利

害が一致しない可能性があることを踏まえ、本公開買付けの公正性を担保すべく、以下のような措置を実施いたしました。

①　公開買付者における措置

(a）独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

当社は、本買付価格を決定するに際して参考にするため、当社及び対象者から独立した第三者算定機関としての

ファイナンシャル・アドバイザーである三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「三菱ＵＦＪモ

ルガン・スタンレー証券」といいます。）に対し、対象者の株式価値評価分析を依頼しました（なお、三菱ＵＦＪ

モルガン・スタンレー証券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関係を有しま

せん。）。

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似会社比較分析及びディスカウンテッド・キャッ

シュ・フロー分析（以下「ＤＣＦ分析」といいます。）の各手法を用いて対象者の株式価値評価分析を行い、当

社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から平成24年１月30日に株式価値算定書を取得いたしました（なお、

当社は、本買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。）。上記各手法に

おいて分析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

市場株価分析　　　　　　　717円から725円

類似会社比較分析　　　　　564円から777円

ＤＣＦ分析　　　　　　　　941円から1,145円

まず市場株価分析では、本公開買付け公表日の前営業日である平成24年１月27日を基準日として、ＪＡＳＤＡＱ

における対象者の普通株式の直近１ヶ月の普通取引終値の単純平均値（717円）、直近３ヶ月の普通取引終値の

単純平均値（725円）及び直近６ヶ月の普通取引終値の単純平均値（717円）を基に、普通株式１株当たりの価値

の範囲を717円から725円までと分析しております。
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次に類似会社比較分析では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株価や収益性等を示す財

務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株当たりの価値の範囲を564円から777円まで

と分析しております。

ＤＣＦ分析では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向、当社と対象者との間で生み出されるシナジー等の

諸要素を考慮した平成24年２月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生み出すと見込まれる

フリー・キャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１

株当たりの価値の範囲を941円から1,145円までと分析しております。

 なお、当社は本買付価格の検討にあたっては、ＤＣＦ分析による評価結果が、対象者の将来の収益力及び成長性

を反映している点並びにシナジーを考慮している点等を勘案し、ＤＣＦ分析による分析結果を最も重視し、当該

分析結果の範囲内で検討を行いました。

当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から取得した株式価値算定書記載の分析結果を参考にし、対象者

大株主との間における価格交渉の内容、対象者に対するデュー・ディリジェンスの結果、対象者の取締役会によ

る本公開買付けへの賛同の可否、対象者の普通株式の市場株価動向、本公開買付けに対する応募数の見通し、並び

に本公開買付けの後に対象者の普通株式が上場廃止となることが見込まれており対象者の株主の皆様への影響

が大きいこと等を総合的に勘案し、最終的に平成24年１月30日開催の取締役会において、本買付価格を990円と決

定いたしました。

本買付価格である990円は、本公開買付け公表日の前営業日である平成24年１月27日のＪＡＳＤＡＱにおける対

象者の普通株式の普通取引終値の714円に対して38.7％（小数点以下第二位四捨五入）、過去１週間（平成24年

１月23日から平成24年１月27日まで）の普通取引終値の単純平均値719円（小数点以下四捨五入）に対して

37.7％（小数点以下第二位四捨五入）、過去１ヶ月間（平成23年12月28日から平成24年１月27日まで）の普通取

引終値の単純平均値717円（小数点以下四捨五入）に対して38.1％（小数点以下第二位四捨五入）、過去３ヶ月

間（平成23年10月28日から平成24年１月27日まで）の普通取引終値の単純平均値725円（小数点以下四捨五入）

に対して36.6％（小数点以下第二位四捨五入）、過去６ヶ月間（平成23年７月28日から平成24年１月27日まで）

の普通取引終値の単純平均値717円（小数点以下四捨五入）に対して38.1％（小数点以下第二位四捨五入）のプ

レミアムをそれぞれ加えた金額となります。

また、本買付価格である990円は、本書提出日の前営業日である平成24年１月30日のＪＡＳＤＡＱにおける対象

者の普通株式の普通取引終値の723円に対して、36.9％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミアムを加えた金

額となります。

なお、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれます。本新株予約権は本書提出日現在において既に行使期

間中であり、また、第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予約権、第５回新株予約権及び第６回新株予

約権の各行使価額（第２回新株予約権については677円、第３回新株予約権については677円、第４回新株予約権

については850円、第５回新株予約権については850円、第６回新株予約権については850円。）が本買付価格であ

る990円をそれぞれ下回っております。そこで、当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、第２回新株予

約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第２回新株予約権の行使価額677円との差額である313円に、当該新株

予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100を乗じた金額である31,300円、第３回新株予約権に係る買

付価格を、本買付価格990円と第３回新株予約権の行使価額677円との差額である313円に、当該新株予約権１個に

対し目的となる普通株式の数である100を乗じた金額である31,300円、第４回新株予約権に係る買付価格を、本買

付価格990円と第４回新株予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的とな

る普通株式の数である100を乗じた金額である14,000円、第５回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円

と第５回新株予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の

数である100を乗じた金額である14,000円、第６回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第６回新株

予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100

を乗じた金額である14,000円と、それぞれ決定いたしました。
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なお、本新株予約権に係る公開買付価格は、本買付価格と各新株予約権の行使価格との差額に本新株予約権１個

当たりの目的となる株式数である100を乗じた金額としており、実質的に普通株式に対する買付価格と同等であ

ることから、当社は、本公開買付けにおける本新株予約権の買付け等の価格を決定するにあたり、第三者からの評

価書は取得しておりません。

 

(b）公開買付価格の公正性を担保する客観的状況の確保

当社は、公開買付期間について、法令に定められた最短期間が20営業日であるところ、30営業日としております。

このように公開買付期間を比較的長期に設定することにより、対象者の株主の皆様及び新株予約権の保有者の皆

様に本公開買付けに対する応募につき適切な判断機会を確保しつつ、当社以外にも買付け等をする機会を確保

し、もって本公開買付けの公正性を担保しております。

 

②　対象者における措置

(a）独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

対象者によれば、対象者取締役会は、当社から提示された本買付価格に対する意思決定の公正性を担保するため

に、当社及び対象者から独立した第三者算定機関としてのフィナンシャル・アドバイザーである野村證券に対象

者の普通株式の株式価値の算定を依頼し、平成24年１月30日付で株式価値算定書を入手したとのことです。

野村證券は、対象者の普通株式の価値算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類似会社比較法及びディスカ

ウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて、対象者株式の価値算

定を行ったとのことです。

なお、対象者は、野村證券から本買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得していない

とのことです。野村證券は、対象者普通株式の株式価値算定にあたり対象者から事業の現状及び将来の事業計画

等の資料を取得し説明を受け、それらの情報を踏まえて対象者の株式価値を算定したとのことです。

採用した手法及び当該手法に基づいて算定された対象者普通株式１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおり

とのことです。

市場株価平均法：　714円から725円

類似会社比較法：　661円から941円

ＤＣＦ法：　　　　777円から1,477円

市場株価平均法は、対象者普通株式の株式市場における株価を基に株式価値を評価する手法であり、上場企業の

株式価値評価における客観的な評価手法であると考え、採用しているとのことです。市場株価平均法では、最近に

おける株価及び取引量に鑑み、算定の基準日を平成24年１月27日として、ＪＡＳＤＡＱにおける対象者株式の基

準日までの直近６ヶ月終値平均（717円（小数点以下四捨五入））、直近３ヶ月終値平均（725円（小数点以下四

捨五入））、直近１ヶ月終値平均（717円（小数点以下四捨五入））、直近１週間終値平均（719円（小数点以下

四捨五入））及び基準日終値（714円）を基に、対象者株式を分析し、１株当たり株式価値を714円から725円まで

と算定しているとのことです。

類似会社比較法は、対象者の業績・業種・事業規模等を総合的に勘案し、一定の類似性を持つ比較可能な上場類

似会社が複数存在することから、上場類似会社との相対比較により市場株価の妥当性を検証する上で適した手法

であると考え、採用しているとのことです。類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場会社の

市場株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて対象者株式を分析し、１株当たり株式価値を661円から941

円までと算定しているとのことです。

ＤＣＦ法は、企業の将来キャッシュ・フロー（収益力）に基づく評価手法であるため、継続企業（ゴーイング・

コンサーン）の評価を行う上で適した手法であると考え、採用しているとのことです。ＤＣＦ法では、対象者の事

業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を考慮した対象者の収益予想に基づき、対象者

が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や

対象者株式の価値を分析し、１株当たり株式価値を777円から1,477円までと算定しているとのことです。
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なお、本新株予約権については、対象者の役員や従業員に対するインセンティブとして付与されたものであり、

その保有者が対象者の役員や従業員に限定されるうえ、本新株予約権を行使するには対象者の取締役又は従業員

の地位にある必要があるため、当社が取得しても権利行使を行うことができないことに鑑み、対象者は本公開買

付けにおける本新株予約権の買付け等の価格の妥当性を検証するための第三者からの評価書は取得していない

とのことです。

(b）独立した法律事務所からの助言

対象者によれば、対象者は、対象者の取締役会の意思決定の公正性を確保するために、森・濱田松本法律事務所

から必要な法的助言を受けているとのことです。

(c）社外監査役による協議・検討

対象者によれば、対象者の独立役員である社外監査役の今村正昭氏及び秋山進氏に対し、本取引の公正性を確保

するべく、本公開買付けを含む本取引に係る対象者による決定が少数株主にとって不利益なものでないことに関

する検討を依頼したとのことです。

その結果、平成24年１月30日付で、対象者は、上記各社外監査役から(ⅰ)本公開買付を含む本取引の実行により

対象者の企業価値の向上が見込まれると判断することには合理性がある、(ⅱ)本買付価格及び本完全子会社化手

続において少数株主に交付される対価が妥当と判断することは合理的な判断の範囲内である、(ⅲ)本公開買付け

を含む本取引に係る検討過程の手続は、公正であると評価できるとの理由から本公開買付けを含む本取引は全体

として対象者の少数株主にとって特段不利益なものではないと思料する旨の意見を入手しているとのことです。

(d）利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

対象者によれば、対象者取締役会は、野村證券から取得した株式価値算定書及び算定結果についての説明、森・

濱田松本法律事務所から得た法的助言、独立した社外監査役からの意見書その他の関連資料を参考の上、本公開

買付けを含む本取引に関する諸条件について慎重に協議及び検討を行った結果、成長戦略遂行をより確かなもの

とする戦略的事業パートナーとの強固な関係を構築し、短期的な業績にとらわれることなく中長期的な視野に立

ちスピード感をもって事業展開していくことが最善の策であり、当社を戦略的事業パートナーとし、その子会社

として事業展開していくことが中長期的に対象者の企業価値の向上を実現していくために有効であると判断す

るとともに、本買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件は、対象者の株主の皆様にとって妥当であり、本公開

買付けは、対象者の株主の皆様に対して、直近の一定期間（直近６ヶ月、直近３ヶ月、直近１ヶ月、直近１週間）の

平均株価に対して一定のプレミアムが付された価格により株式売却の合理的な機会を提供するものであると判

断し、平成24年１月30日開催の対象者取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明するとともに、

対象者の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をしたとのことです。また、本新株

予約権については、対象者の役員や従業員に対するインセンティブとして付与したものであり、その保有者が対

象者の役員や従業員に限定されるうえ、本新株予約権を行使するには対象者の取締役若しくは従業員の地位にあ

る必要があるため、当社が取得しても権利行使を行うことが出来ないことを鑑み、第三者算定機関から価値算定

に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付価格の妥当性について検証を行っていないことから、

本新株予約権について本公開買付けに応募するか否かについては、本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ね

ることを決議したとのことです。

上記対象者取締役会においては、取締役の全員が出席し、全員一致で当該決議を行っており、また、監査役３名

（うち社外監査役２名）の全員が出席し、当該決議に異議はない旨の意見を述べたとのことです。なお、対象者の

取締役及び監査役は、いずれも当該決議に関して利害関係を有していないとのことです。
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４【買付け等の期間、買付け等の価格及び買付予定の株券等の数】

（１）【買付け等の期間】

①【届出当初の期間】

買付け等の期間 平成24年１月31日（火曜日）から平成24年３月12日（月曜日）まで（30営業日）

公告日 平成24年１月31日（火曜日）

公告掲載新聞名
電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。
（電子公告アドレス　http://info.edinet-fsa.go.jp/）

 

②【対象者の請求に基づく延長の可能性の有無】

該当事項はありません。

 

③【期間延長の確認連絡先】

該当事項はありません。
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（２）【買付け等の価格】

株券 普通株式　１株につき金990円

新株予約権証券 第２回新株予約権　１個につき金31,300円

第３回新株予約権　１個につき金31,300円

第４回新株予約権　１個につき金14,000円

第５回新株予約権　１個につき金14,000円

第６回新株予約権　１個につき金14,000円

新株予約権付社債券 ―

株券等信託受益証券

（　　　　　　） ―

株券等預託証券

（　　　　　　）
―

算定の基礎 (１)普通株式

当社は、本買付価格を決定するに際して参考にするため、当社及び対象者から独立した第

三者算定機関としてのファイナンシャル・アドバイザーである三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券に対し、対象者の株式価値評価分析を依頼しました（なお、三菱ＵＦＪモルガン

・スタンレー証券は、当社の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関

係を有しません。）。

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似会社比較分析及びＤＣＦ分

析の各手法を用いて対象者の株式価値評価分析を行い、当社は三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券から平成24年１月30日に株式価値算定書を取得いたしました（なお、当社は、本

買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。）。上

記各手法において分析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下の

とおりです。

市場株価分析　　　　　　　717円から725円

類似会社比較分析　　　　　564円から777円

ＤＣＦ分析　　　　　　　　941円から1,145円

まず市場株価分析では、本公開買付け公表日の前営業日である平成24年１月27日を基準

日として、ＪＡＳＤＡＱにおける対象者の普通株式の直近１ヶ月の普通取引終値の単純平

均値（717円）、直近３ヶ月の普通取引終値の単純平均値（725円）及び直近６ヶ月の普通

取引終値の単純平均値（717円）を基に、普通株式１株当たりの価値の範囲を717円から725

円までと分析しております。

次に類似会社比較分析では、対象者と比較的類似する事業を手掛ける上場企業の市場株

価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて、対象者の株式価値を評価し、普通株式１株

当たりの価値の範囲を564円から777円までと分析しております。

ＤＣＦ分析では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向、当社と対象者との間で生み

出されるシナジー等の諸要素を考慮した平成24年２月期以降の対象者の将来の収益予想に

基づき、対象者が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを一定の割引率

で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析し、普通株式１株当たりの価値の範囲

を941円から1,145円までと分析しております。

なお、当社は本買付価格の検討にあたっては、ＤＣＦ分析による評価結果が、対象者の将

来の収益力及び成長性を反映している点並びにシナジーを考慮している点等を勘案し、Ｄ

ＣＦ分析による分析結果を最も重視し、当該分析結果の範囲内で検討を行いました。
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 当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から取得した株式価値算定書記載の分析

結果を参考にし、対象者大株主との間における価格交渉の内容、対象者に対するデュー・

ディリジェンスの結果、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可否、対象者の普

通株式の市場株価動向、本公開買付けに対する応募数の見通し、並びに本公開買付けの後に

対象者の普通株式が上場廃止となることが見込まれており対象者の株主の皆様への影響が

大きいこと等を総合的に勘案し、最終的に平成24年１月30日開催の取締役会において、本買

付価格を990円と決定いたしました。

本買付価格である990円は、本公開買付け公表日の前営業日である平成24年１月27日のＪ

ＡＳＤＡＱにおける対象者の普通株式の普通取引終値の714円に対して38.7％（小数点以

下第二位四捨五入）、過去１週間（平成24年１月23日から平成24年１月27日まで）の普通

取引終値の単純平均値719円（小数点以下四捨五入）に対して37.7％（小数点以下第二位

四捨五入）、過去１ヶ月間（平成23年12月28日から平成24年１月27日まで）の普通取引終

値の単純平均値717円（小数点以下四捨五入）に対して38.1％（小数点以下第二位四捨五

入）、過去３ヶ月間（平成23年10月28日から平成24年１月27日まで）の普通取引終値の単

純平均値725円（小数点以下四捨五入）に対して36.6％（小数点以下第二位四捨五入）、過

去６ヶ月間（平成23年７月28日から平成24年１月27日まで）の普通取引終値の単純平均値

717円（小数点以下四捨五入）に対して38.1％（小数点以下第二位四捨五入）のプレミア

ムをそれぞれ加えた金額となります。

また、本買付価格である990円は、本書提出日の前営業日である平成24年１月30日のＪＡ

ＳＤＡＱにおける対象者の普通株式の普通取引終値の723円に対して、36.9％（小数点以下

第二位四捨五入）のプレミアムを加えた金額となります。

(２) 新株予約権

本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれます。本新株予約権は本書提出日現在に

おいて既に行使期間中であり、また、第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予約

権、第５回新株予約権及び第６回新株予約権の各行使価額（第２回新株予約権については

677円、第３回新株予約権については677円、第４回新株予約権については850円、第５回新株

予約権については850円、第６回新株予約権については850円。）が本買付価格である990円

をそれぞれ下回っております。そこで、当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、

第２回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第２回新株予約権の行使価額677

円との差額である313円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100

を乗じた金額である31,300円、第３回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第

３回新株予約権の行使価額677円との差額である313円に、当該新株予約権１個に対し目的

となる普通株式の数である100を乗じた金額である31,300円、第４回新株予約権に係る買付

価格を、本買付価格990円と第４回新株予約権の行使価額850円との差額である140円に、当

該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100を乗じた金額である14,000円、

第５回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第５回新株予約権の行使価額850

円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100

を乗じた金額である14,000円、第６回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第

６回新株予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的

となる普通株式の数である100を乗じた金額である14,000円と、それぞれ決定いたしまし

た。

なお、本新株予約権に係る公開買付価格は、本買付価格と各新株予約権の行使価格との差

額に本新株予約権１個当たりの目的となる株式数である100を乗じた金額としており、実質

的に普通株式に対する買付価格と同等であることから、当社は、本公開買付けにおける本新

株予約権の買付け等の価格を決定するにあたり、第三者からの評価書は取得しておりませ

ん。
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算定の経緯 （本買付価格の決定に至る経緯）

当社は、対象者の更なる成長には、持続的な会員数の拡大が欠かせない要素であると考

えており、当社の既存のお客様層5,900万人（プレミアクラブ会員5,154万人）及びこれま

で他社との提携で培ってきたネット環境での会員化スキームは、対象者の更なる成長に大

きな役割を果たし得るものと考えております。一方、当社の既存のお客様層に対しても、対

象者のサービスを通じ、「食の安心・安全」といった産業の垣根を越えた新たな価値を提

供することに繋がるものと考えております。

そこで、当社は、本公開買付けによる対象者の発行済普通株式の全て（対象者が保有す

る自己株式を除きます。）の取得について、平成23年６月頃、対象者大株主との間で協議を

開始しました。その後、当社は、平成23年10月末頃に対象者大株主及び対象者との間で本公

開買付け及びその後の完全子会社化の実施について相互の理解を確認し、デュー・ディリ

ジェンスを経て当社、対象者大株主及び対象者の間で更に協議を進めた結果、対象者が当

社の完全子会社として当社グループの一員となることにより、統一的かつ迅速な意思決定

を可能とする体制を構築し、上記のような当社と対象者の協業によるシナジー効果を最大

化することが、対象者と当社グループの長期的且つ持続的な企業価値の向上に向けた最良

の選択であるとの結論に至り、平成24年１月30日開催の当社取締役会において本公開買付

けを実施することを決定し、同日対象者大株主との間で本応募契約を締結しました。

当社は、以下の経緯により本買付価格について決定いたしました。

①算定の際に意見を聴取した第三者の名称

当社は本買付価格を決定するにあたり、当社及び対象者から独立した第三者算定機

関としてのファイナンシャル・アドバイザーである三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券に対し、対象者の株式価値評価分析を依頼し、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券より株式価値算定書を平成24年１月30日に取得しております（なお、当社は、本買付

価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。）。

②当該意見の概要

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、市場株価分析、類似会社比較分析及びＤＣ

Ｆ分析の各手法を用いて対象者の株式価値評価分析を行っており、各手法において分

析された対象者の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。

市場株価分析　　　　　　717円から725円　

類似会社比較分析　　　　564円から777円

ＤＣＦ分析　　　　　　　941円から1,145円

なお、当社は本買付価格の検討にあたっては、ＤＣＦ分析による評価結果が、対象者

の将来の収益力及び成長性を反映している点並びにシナジーを考慮している点等を勘

案し、ＤＣＦ分析による分析結果を最も重視し、当該分析結果の範囲内で検討を行いま

した。

③当該意見を踏まえて買付価格を決定するに至った経緯

当社は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券から取得した株式価値算定書記載の

分析結果を参考にし、対象者大株主との間における価格交渉の内容、対象者に対する

デュー・ディリジェンスの結果、対象者の取締役会による本公開買付けへの賛同の可

否、対象者の普通株式の市場株価動向、本公開買付けに対する応募数の見通し、並びに

本公開買付けの後に対象者の普通株式が上場廃止となることが見込まれており対象者

の株主の皆様への影響が大きいこと等を総合的に勘案し、最終的に平成24年１月30日

開催の取締役会において、本買付価格を990円と決定いたしました。
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 また、本公開買付けの対象には本新株予約権も含まれます。本新株予約権は本書提出

日現在において既に行使期間中であり、また、第２回新株予約権、第３回新株予約権、第

４回新株予約権、第５回新株予約権及び第６回新株予約権の各行使価額（第２回新株

予約権については677円、第３回新株予約権については677円、第４回新株予約権につい

ては850円、第５回新株予約権については850円、第６回新株予約権については850円。）

が本買付価格である990円をそれぞれ下回っております。そこで、当社は、平成24年１月

30日開催の取締役会において、第２回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円

と第２回新株予約権の行使価額677円との差額である313円に、当該新株予約権１個に

対し目的となる普通株式の数である100を乗じた金額である31,300円、第３回新株予約

権に係る買付価格を、本買付価格990円と第３回新株予約権の行使価額677円との差額

である313円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100を乗じ

た金額である31,300円、第４回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第４

回新株予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目

的となる普通株式の数である100を乗じた金額である14,000円、第５回新株予約権に係

る買付価格を、本買付価格990円と第５回新株予約権の行使価額850円との差額である

140円に、当該新株予約権１個に対し目的となる普通株式の数である100を乗じた金額

である14,000円、第６回新株予約権に係る買付価格を、本買付価格990円と第６回新株

予約権の行使価額850円との差額である140円に、当該新株予約権１個に対し目的とな

る普通株式の数である100を乗じた金額である14,000円と、それぞれ決定いたしまし

た。

なお、本新株予約権に係る公開買付価格は、普通株式に対する買付け価格と各新株予

約権の行使価格との差額に本新株予約権１個当たりの目的となる株式数である100を

乗じた金額とされており、実質的に普通株式に対する買付価格と同等であることから、

当社は、本公開買付けにおける本新株予約権の買付け等の価格を決定するにあたり、第

三者からの評価書は取得しておりません。

 

(対象者における買付価格の公正性を担保するための措置) 

(a) 独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得

対象者によれば、対象者取締役会は、当社から提示された本買付価格に対する意思決

定の公正性を担保するために、当社及び対象者から独立した第三者算定機関としての

フィナンシャル・アドバイザーである野村證券に対象者の普通株式の株式価値の算定

を依頼し、平成24年１月30日付で株式価値算定書を入手したとのことです。

野村證券は、対象者の普通株式の価値算定手法を検討した結果、市場株価平均法、類

似会社比較法及びＤＣＦ法の各手法を用いて、対象者株式の価値算定を行ったとのこ

とです。

なお、対象者は、野村證券から本買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピ

ニオン）を取得していないとのことです。野村證券は、対象者普通株式の株式価値算定

にあたり対象者から事業の現状及び将来の事業計画等の資料を取得し説明を受け、そ

れらの情報を踏まえて対象者の株式価値を算定したとのことです。

採用した手法及び当該手法に基づいて算定された対象者株式１株当たりの株式価値

の範囲は以下のとおりとのことです。

市場株価平均法：　　714円から725円

類似会社比較法：　　661円から941円

ＤＣＦ法：　　　　　777円から1,477円
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 市場株価平均法は、対象者普通株式の株式市場における株価を基に株式価値を評価

する手法であり、上場企業の株式価値評価における客観的な評価手法であると考え、採

用しているとのことです。市場株価平均法では、最近における株価及び取引量に鑑み、

算定の基準日を平成24年１月27日として、ＪＡＳＤＡＱにおける対象者株式の基準日

までの直近６ヶ月終値平均（717円（小数点以下四捨五入））、直近３ヶ月終値平均

（725円（小数点以下四捨五入））、直近１ヶ月終値平均（717円（小数点以下四捨五

入））、直近１週間終値平均（719円（小数点以下四捨五入））及び基準日終値（714

円）を基に、対象者株式を分析し、１株当たり株式価値を714円から725円までと算定し

ているとのことです。

類似会社比較法は、対象者の業績・業種・事業規模等を総合的に勘案し、一定の類似

性を持つ比較可能な上場類似会社が複数存在することから、上場類似会社との相対比

較により市場株価の妥当性を検証する上で適した手法であると考え、採用していると

のことです。類似会社比較法では、対象者と比較的類似する事業を営む上場会社の市場

株価や収益性等を示す財務指標との比較を通じて対象者株式を分析し、１株当たり株

式価値を661円から941円までと算定しているとのことです。

ＤＣＦ法は、企業の将来キャッシュ・フロー（収益力）に基づく評価手法であるた

め、継続企業（ゴーイング・コンサーン）の評価を行う上で適した手法であると考え、

採用しているとのことです。ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、直近までの業績の動向、

一般に公開された情報等の諸要素を考慮した対象者の収益予想に基づき、対象者が将

来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に

割り引いて企業価値や対象者株式の価値を分析し、１株当たり株式価値を777円から

1,477円までと算定しているとのことです。

なお、本新株予約権については、対象者の役員や従業員に対するインセンティブとし

て付与したものであり、その保有者が対象者の役員や従業員に限定されるうえ、本新株

予約権を行使するには対象者の取締役又は従業員の地位にある必要があるため、当社

が取得しても権利行使を行うことができないことに鑑み、対象者は本公開買付けにお

ける本新株予約権の買付け等の価格の妥当性を検証するための第三者からの評価書は

取得していないとのことです。

(b) 独立した法律事務所からの助言

対象者によれば、対象者は、対象者の取締役会の意思決定の公正性を確保するため

に、森・濱田松本法律事務所から必要な法的助言を受けているとのことです。

(c) 社外監査役による協議・検討

対象者によれば、対象者の独立役員である社外監査役の今村正昭氏及び秋山進氏に

対し、本取引の公正性を確保するべく、本公開買付けを含む本取引に係る対象者による

決定が少数株主にとって不利益なものでないことに関する検討を依頼したとのことで

す。

その結果、平成24年１月30日付で、対象者は、上記各社外監査役から(ⅰ)本公開買付

を含む本取引の実行により対象者の企業価値の向上が見込まれると判断することには

合理性がある、(ⅱ)本買付価格及び本完全子会社化手続において交付される対価が妥

当と判断することは合理的な判断の範囲内である、(ⅲ)本公開買付けを含む本取引に

係る検討過程の手続は、公正であると評価できるとの理由から本公開買付けを含む本

取引は全体として対象者の少数株主にとって特段不利益なものではないと思料する旨

の意見を入手しているとのことです。
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 (d) 利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認

対象者によれば、対象者取締役会は、野村證券から取得した株式価値算定書及び算定

結果についての説明、森・濱田松本法律事務所から得た法的助言、独立した社外監査役

からの意見書その他の関連資料を参考の上、本公開買付けを含む本取引に関する諸条

件について慎重に協議及び検討を行った結果、成長戦略遂行をより確かなものとする

戦略的事業パートナーとの強固な関係を構築し、短期的な業績にとらわれることなく

中長期的な視野に立ちスピード感をもって事業展開していくことが最善の策であり、

当社を戦略的事業パートナーとし、その子会社として事業展開していくことが中長期

的に対象者の企業価値の向上を実現していくために有効であると判断するとともに、

本買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件は、対象者の株主の皆様にとって妥当

であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して直近の一定期間（直近６ヶ月、

直近３ヶ月、直近１ヶ月、直近１週間）の平均株価に対して一定のプレミアムが付され

た価格により株式売却の合理的な機会を提供するものであると判断し、平成24年１月

30日開催の対象者取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明すると

ともに、対象者の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議

をしたとのことです。また、本新株予約権については、対象者の役員や従業員に対する

インセンティブとして付与したものであり、その保有者が対象者の役員や従業員に限

定されるうえ、本新株予約権を行使するには対象者の取締役若しくは従業員の地位に

ある必要があるため、当社が取得しても権利行使を行うことが出来ないことを鑑み、第

三者算定機関から価値算定に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付

価格の妥当性について検証を行っていないことから、本新株予約権について本公開買

付けに応募するか否かについては、本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ねるこ

とを決議したとのことです。

上記対象者取締役会においては、取締役の全員が出席し、全員一致で当該決議を行っ

ており、また、監査役３名（うち社外監査役２名）の全員が出席し、当該決議に異議は

ない旨の意見を述べたとのことです。なお、対象者の取締役及び監査役は、いずれも当

該決議に関して利害関係を有していないとのことです。
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（３）【買付予定の株券等の数】

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限

6,990,517（株） 3,706,600（株） ―（株）

（注１）　買付予定数は、公開買付者が本公開買付けにより取得する対象者の株券等の最大数である6,990,517株を記載してお

ります。なお、当該最大数は、対象者の平成24年１月13日提出の第24期第３四半期報告書に記載された平成23年11月

30日現在の対象者普通株式の発行済株式総数（6,939,317株）に、同四半期報告書に記載された平成23年11月30日

現在の第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予約権、第５回新株予約権及び第６回新株予約権（合計

3,285個）の目的となる対象者普通株式の数（合計328,500株）を加算した株式数（7,267,817株）から、同四半期

報告書に記載された平成23年11月30日現在の対象者が保有する自己株式（277,300株）を控除した株式数です。

（注２）　応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,706,600株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行いませ

ん。応募株券等の総数が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。なお、買付予定数

の下限（3,706,600株）は、完全希薄化後の総株式数の51.00％に相当します。

（注３）　単元未満株式も本公開買付けの対象としております。なお、会社法に従って株主による単元未満株式買取請求権が行

使された場合には、対象者は法令の手続に従い公開買付期間中に自己の株式を買い取ることがあります。

（注４）　本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。

（注５）　公開買付期間末日までに上記新株予約権が行使される可能性がありますが、当該行使により発行又は移転される対

象者の普通株式についても本公開買付けの対象とします。
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５【買付け等を行った後における株券等所有割合】

区分 議決権の数

買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a) 69,905

ａのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(b) 3,285

ｂのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(c)

―

公開買付者の所有株券等に係る議決権の数（平成24年１月31日現在）（個）(d) ―

ｄのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(e) ―

ｅのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(f)

―

特別関係者の所有株券等に係る議決権の数（平成24年１月31日現在）（個）(g) ―

ｇのうち潜在株券等に係る議決権の数（個）(h) ―

ｈのうち株券の権利を表示する株券等信託受益証券及び株券等預託証券に係る議決
権の数（個）(i)

―

対象者の総株主等の議決権の数（平成23年８月31日現在）（個）(j) 67,606

買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合
(a／j)（％）

100.00

買付け等を行った後における株券等所有割合
((a＋d＋g)／(j＋(b－c)＋(e－f)＋(h－i))×100)（％）

100.00

（注１）「買付予定の株券等に係る議決権の数（個）(a)」は、本公開買付けにおける買付予定数（6,990,517株）に係る議決

権の数を記載しております。

（注２）「対象者の総株主等の議決権の数（平成23年８月31日現在）（個）(j)」は、対象者の平成24年１月13日提出の第24

期第３四半期報告書に記載された平成23年８月31日現在の総株主の議決権の数です。但し、本公開買付けにおいては、

対象者の発行している全ての普通株式（但し、対象者が保有する自己株式を除きます。）及び全ての新株予約権を本

公開買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及

び「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計算においては、上記四半期報告書に記載された平成23年11月

30日現在の対象者普通株式の発行済株式総数（6,939,317株）に、同四半期報告書に記載された平成23年11月30日現

在の第２回新株予約権、第３回新株予約権、第４回新株予約権、第５回新株予約権及び第６回新株予約権（合計3,285

個）の目的となる対象者普通株式の数（合計328,500株）を加えた株式数（7,267,817株）から、同四半期報告書に記

載された平成23年11月30日現在の対象者が保有する自己株式（277,300株）を控除した株式数（6,990,517株）に係

る議決権の数（69,905個）を分母として計算しております。

（注３）「買付予定の株券等に係る議決権の数の総株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における

株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しております。
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６【株券等の取得に関する許可等】

（１）【株券等の種類】

普通株式

 

（２）【根拠法令】

公開買付者は、独占禁止法第10条第２項に基づき、公正取引委員会に対し本公開買付けによる対象者株券等の取

得の前に、株式取得に関する事前届出をする必要があります。当該届出が受理された日から30日を経過する日まで

（以下「禁止期間」といいます。）は本公開買付けによって対象者株券等を取得することはできません。但し、同条

第８項ただし書の規定により、公正取引委員会は、その必要があると認める場合には、当該期間を短縮することがで

きます。

　また、独占禁止法第10条第１項は、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる他の会社の株式の

取得行為を禁止しており、公正取引委員会はこれに違反する行為を排除するために必要な措置を命ずることができ

ます（同法第17条の２第１項。以下「排除措置命令」といいます。）。公正取引委員会は、排除措置命令を発令する

場合、予定する排除措置命令の内容等を名宛人に通知しなければなりませんが（同法第49条第５項。以下「排除措

置命令の事前通知」といいます。）、排除措置命令の事前通知をしないこととした場合、その旨の通知（以下「排除

措置命令を行わない旨の通知」といいます。）をするものとされております（独占禁止法第９条から第16条までの

規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則（昭和28年公正取引委員会規則第１号）第９条）。

公開買付者は、平成23年12月９日付でかかる事前届出書を公正取引委員会に提出し、同日付で受理されており、平

成23年12月16日付で公正取引委員会より排除措置命令を行わない旨の通知を受領したため、独占禁止法に基づく排

除措置命令の事前通知を受ける可能性のある期間（以下「措置期間」といいます。）は同日付で終了しておりま

す。また、独占禁止法第10条第８項ただし書に基づき公正取引委員会より禁止期間の短縮の通知を受け、同期間は平

成23年12月16日の経過をもって終了いたしました。

 

（３）【許可等の日付及び番号】

　　　　　　　許可等の日付　平成23年12月16日（措置期間の終了による）

　　　　　　　許可等の番号　公経企第360号

 

７【応募及び契約の解除の方法】

（１）【応募の方法】

①　公開買付代理人

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

②　本公開買付けに係る株券等の売付け等の申込みをされる方（株主及び新株予約権者をいい、以下「応募株主等」と

いいます。）は、公開買付代理人の本店又は全国各支店において、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載

の上、公開買付期間末日の16時00分までに応募して下さい。なお、応募の際にはご印鑑をご用意下さい。

③　公開買付代理人に口座を開設していない場合には、新規に口座を開設していただく必要があります。公開買付代理人

に新規に口座を開設される場合、本人確認書類（注１）が必要になります。また、既に口座を開設されている場合で

あっても、本人確認書類が必要な場合があります。なお、本人確認書類等の詳細につきましては、公開買付代理人に

お尋ね下さい。

④　株式の応募の受付にあたっては、応募株主等が公開買付代理人に開設した応募株主等名義の口座（以下「応募株主

等口座」といいます。）に、応募する予定の株式が記録されている必要があります。そのため、応募する予定の株式

が、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等に開設された口座に記録されている場合（対象者の株主名簿管理人

である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に開設された特別口座に記録されている場合を含みます。）は、応募に先立ち、

応募株主等口座への振替手続を完了していただく必要があります。なお、振替手続には一定の日数を要する場合が

ありますので、ご注意下さい。また、一度応募株主等口座へ振り替えられた応募株式については再度上記特別口座へ

記録することはできません。
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⑤　本新株予約権の応募の受付にあたっては、「公開買付応募申込書」とともに、本新株予約権には譲渡制限が付されて

おりますので、対象者の取締役会決議により必要な手続を行った上で新株予約権者の請求により対象者によって発

行される「譲渡承認通知書」をご提出下さい。加えて、第２回新株予約権及び第３回新株予約権の応募の受付にあ

たっては、新株予約権証券をご提出いただく必要があります。また、第４回新株予約権、第５回新株予約権及び第６

回新株予約権の応募の受付にあたっては、新株予約権者であることの確認書類として、新株予約権者の請求により

対象者により発行される「新株予約権原簿の記載事項に関する証明書」及び本公開買付けの成立を条件とする新

株予約権原簿の名義書換えの請求に必要な書類もご提出下さい。

⑥　本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融商品取引業者等を経由した応募の受付は行われません。

⑦　応募の受付に際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、「公開買付応募申込受付票」が交付されます。

⑧　日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、原則として株式等

の譲渡所得等に関する申告分離課税（注２）の適用対象となります。

⑨　外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいます。）の場合、日本国内の常任代理人

を通じて公開買付代理人に応募して下さい。また、本人確認書類（注１）が必要になります。

（注１）　本人確認書類について

公開買付代理人に新規に口座を開設される場合等には、次の本人確認書類が必要になります。

個人・・・・・・住民票の写し（６ヶ月以内に作成の原本）、健康保険証、運転免許証、旅券（パスポー

ト）、住民基本台帳カード等（氏名、住所、生年月日の全てを確認できるもの）

法人・・・・・・登記簿謄本、官公庁から発行された書類等（６ヶ月以内に作成のもので、名称及び本店

又は主たる事務所の所在地の両方を確認できるもの）

法人自体の本人確認に加え、取引担当者（当該法人の代表者が取引する場合はその代表

者）個人の本人確認が必要になります。

外国人株主・・・外国人（居住者を除きます。）、外国に本店又は主たる事務所を有する法人の場合、日本

国政府の承認した外国政府又は権限のある国際機関の発行した書類その他これに類す

るもので、居住者の本人確認書類に準じるもの。

（注２）　日本の居住者の株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税について（個人株主の場合）

日本の居住者である個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得には、原則として申告分離課税が適用

されます。税務上の具体的なご質問等は税理士などの専門家にご相談いただき、株主ご自身でご判断いただ

きますようお願い申し上げます。

 

（２）【契約の解除の方法】

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解

除をされる場合は、公開買付期間末日の16時00分までに、下記に指定する者の本店又は全国各支店に「公開買付応募

申込受付票」及び本公開買付けに係る契約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付

して下さい。契約の解除は、解除書面が下記に指定する者に交付され、又は到達したときに効力を生じます。但し、送付

の場合は、解除書面が公開買付期間末日の16時00分までに下記に指定する者に到達することを条件とします。

解除書面を受領する権限を有する者

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

（その他三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社全国各支店）
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（３）【株券等の返還方法】

応募株主等が上記「（２）契約の解除の方法」に記載の方法により本公開買付けに係る契約の解除を申し出た場

合には、解除手続終了後速やかに、後記「10　決済の方法」の「（４）株券等の返還方法」に記載の方法により応募株

券等を返還します。

 

（４）【株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

 

８【買付け等に要する資金】

（１）【買付け等に要する資金等】

買付代金（円）(a) 6,920,611,830

金銭以外の対価の種類 ―

金銭以外の対価の総額 ―

買付手数料(b) 45,000,000

その他(c) 5,000,000

合計(a)＋(b)＋(c) 6,970,611,830

（注１）　「買付代金（円）(a)」欄には、買付予定数（6,990,517株）に本買付価格（990円）を乗じた金額を記載しておりま

す。

（注２）　「買付手数料(b)」欄には、公開買付代理人に支払う手数料の見積額を記載しております。

（注３）　「その他(c)」欄には、本公開買付けに関する公告及び公開買付説明書その他必要書類の印刷費その他諸費用につ

き、その見積額を記載しております。

（注４）　その他公開買付代理人に支払われる諸経費及び弁護士報酬等がありますが、その額は未定です。

（注５）　上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等】

①【届出日の前々日又は前日現在の預金】

種類 金額（千円）

普通預金 9,058,491

計(a) 9,058,491

 

②【届出日前の借入金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― ―

計 ―
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ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

計 ―

 

③【届出日以後に借入れを予定している資金】

イ【金融機関】

 借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

１ ― ― ― ―

２ ― ― ― 　　―

計(b) 　　―

 

ロ【金融機関以外】

借入先の業種 借入先の名称等 借入契約の内容 金額（千円）

― ― ― ―

計(c) ―

 

④【その他資金調達方法】

内容 金額（千円）

― ―

計(d) ―

 

⑤【買付け等に要する資金に充当しうる預金又は借入金等の合計】

9,058,491千円（(a)＋(b)＋(c)＋(d)）

 

（３）【買付け等の対価とする有価証券の発行者と公開買付者との関係等】

該当事項はありません。

 

９【買付け等の対価とする有価証券の発行者の状況】

該当事項はありません。

 

１０【決済の方法】

（１）【買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地】

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社　　　東京都千代田区丸の内二丁目５番２号

 

（２）【決済の開始日】

平成24年３月19日（月曜日）
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（３）【決済の方法】

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主の場合はその常任

代理人）の住所又は所在地宛に郵送します。

買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る売却代金は、応募株主等（外国人株主の場合はその常任代

理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任代

理人）の指定した場所へ送金します。

 

（４）【株券等の返還方法】

下記「11　その他買付け等の条件及び方法」の「（１）法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容」又

は「（２）公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づき応募株券等

の全部を買付けないこととなった場合には、決済の開始日（本公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った

日）以後速やかに、返還すべき株券等を返還します。株式については、応募が行われた直前の記録に戻すことにより返

還し、新株予約権については、新株予約権の応募に際して提出された書類（前記の「７　応募及び契約の解除の方法」

の「(１）応募の方法」⑤に記載した書類）をそれぞれ応募株主等の指示により応募株主等への交付又は応募株主等

の住所への郵送により返還します。

 

１１【その他買付け等の条件及び方法】

（１）【法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容】

応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,706,600株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付けを行いませ

ん。応募株券等の総数が買付予定数の下限（3,706,600株）以上の場合は、応募株券等の全部の買付けを行います。

 

（２）【公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法】

令第14条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ並びに同条第２項第３号乃至第６号に定める

事情のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。

なお、本公開買付けにおいて、令第14条第１項第３号ヌに定める「イからリまでに掲げる事実に準ずる事実」とは、

対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記載すべき重要な事項の

記載が欠けていることが判明した場合をいいます。

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、当該公告を公開買付期

間末日までに行うことが困難である場合には、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行いま

す。

 

（３）【買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法】

法第27条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第13条第１項に定める行為を行った場合に

は、府令第19条第１項の規定に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げを行うことがあります。買付け等の価格の

引下げを行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、当該公告を公開買付期間

末日までに行うことが困難である場合には、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を行います。

買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、引下げ後の買付け等

の価格により買付けを行います。
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（４）【応募株主等の契約の解除権についての事項】

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも本公開買付けに係る契約を解除することができます。契約の解

除の方法については、前記「７　応募及び契約の解除の方法」の「（２）契約の解除の方法」に記載の方法によるも

のとします。

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払いを応募株

主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。

 

（５）【買付条件等の変更をした場合の開示の方法】

公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６第１項及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等の変更

を行うことがあります。

この場合は、その変更の内容等につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、当該公告を公開

買付期間末日までに行うことが困難である場合には、府令第20条に規定する方法により公表し、その後直ちに公告を

行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件

等により買付けを行います。

 

（６）【訂正届出書を提出した場合の開示の方法】

公開買付者が訂正届出書を関東財務局長に提出した場合（法第27条の８第11項ただし書に規定する場合を除きま

す。）は、直ちに、訂正届出書に記載した内容のうち公開買付開始公告に記載した内容に係るものを、府令第20条に規

定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募

株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。但し、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂

正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付することにより訂

正します。

 

（７）【公開買付けの結果の開示の方法】

本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規定する方法に

より公表します。

 

（８）【その他】

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、また米国の郵便

その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通

信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行われるものではなく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて

行われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応

募することはできません。

また、本書又は関連する買付書類は米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、郵送その他の方法に

よって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に

違反する本公開買付けへの応募はお受けしません。

本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）は公開買付者及び公開買付代理

人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められます。

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していないこと。本

公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向

けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け若しくは公開買付応募申込書の署名交付

に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファ

クシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使

用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者でないこと（当該他の者が買

付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。
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第２【公開買付者の状況】
 

１【会社の場合】

（１）【会社の概要】

①【会社の沿革】

 

②【会社の目的及び事業の内容】

 

③【資本金の額及び発行済株式の総数】

 

④【大株主】

  年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式の数
（千株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
の数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

⑤【役員の職歴及び所有株式の数】

    年　月　日現在

役名 職名 氏名 生年月日 職歴
所有株式数
（千株）

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

計 ―

 

（２）【経理の状況】

①【貸借対照表】

 

②【損益計算書】

 

③【株主資本等変動計算書】
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（３）【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】

①【公開買付者が提出した書類】

イ【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第20期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　平成23年６月20日関東財務局長に提出

 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第21期第２四半期（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）　平成23年11月８日関東財務局

長に提出

なお、当社は平成24年２月２日を目処に、第21期第３四半期（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

に係る四半期報告書を提出する予定です。

 

ハ【訂正報告書】

該当事項はありません。

 

②【上記書類を縦覧に供している場所】

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

（東京都千代田区永田町二丁目11番１号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

２【会社以外の団体の場合】

該当事項はありません。

 

３【個人の場合】

該当事項はありません。
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第３【公開買付者及びその特別関係者による株券等の所有状況及び取引状況】
 

１【株券等の所有状況】

（１）【公開買付者及び特別関係者による株券等の所有状況の合計】

該当事項はありません。

（２）【公開買付者による株券等の所有状況】

該当事項はありません。
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（３）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者合計）】

　該当事項はありません。

 

（４）【特別関係者による株券等の所有状況（特別関係者ごとの内訳）】

　　　該当事項はありません。
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２【株券等の取引状況】

（１）【届出日前60日間の取引状況】

該当事項はありません。

 

３【当該株券等に関して締結されている重要な契約】

該当事項はありません。

４【届出書の提出日以後に株券等の買付け等を行う旨の契約】

該当事項はありません。 
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第４【公開買付者と対象者との取引等】
 

１【公開買付者と対象者又はその役員との間の取引の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

２【公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容】

（１）公開買付者と対象者との間の合意

対象者によって公表された平成24年１月30日付「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社株券等に対する公開

買付けに関する賛同意見表明のお知らせ」によれば、対象者は、本公開買付けに伴うメリットと対象者株式の上場維持の

意義等を総合的に勘案した結果、対象者が当社の子会社となることで、当社とのシナジー効果の早期実現及び最大化を図

ることが、対象者及び当社の企業価値の向上、持続的な発展へとつながり、ひいては両社それぞれのステークホルダーの利

益に資するものであると判断したとのことです。さらに、対象者取締役会は、当社及び対象者から独立した第三者算定機関

としてのフィナンシャル・アドバイザーである野村證券から取得した株式価値算定書及び算定結果についての説明、森・

濱田松本法律事務所からの法的助言、独立した社外監査役からの意見その他の関連資料を参考の上、本公開買付けを含む

本取引に関する諸条件について慎重に協議及び検討を行った結果、本買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件は、対

象者の株主の皆様にとって妥当であり、本公開買付けは、対象者の株主の皆様に対して、直近の一定期間（直近６ヶ月、直

近３ヶ月、直近１ヶ月、直近１週間）の平均株価に対して一定のプレミアムが付された価格により株式売却の合理的な機

会を提供するものであると判断したとのことです。また、本新株予約権については、対象者の役員や従業員に対するインセ

ンティブとして付与されたものがあり、その保有者が対象者の役員や従業員に限定されるうえ、本新株予約権を行使する

には対象者の取締役若しくは従業員の地位にある必要があるため、当社が取得しても権利行使を行うことが出来ないこと

を鑑み、第三者算定機関から価値算定に関する意見を取得しておらず、本新株予約権に係る買付価格の妥当性について検

証を行っていないことから、本公開買付けに応募するか否かについては本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ねるこ

ととしたとのことです。

以上より、対象者は平成24年１月30日開催の対象者取締役会において、取締役の全員一致により、本公開買付けについて

賛同の意見を表明するとともに、対象者の株主の皆様に対し本公開買付けに応募することを推奨する旨、及び本新株予約

権に関して本公開買付けに応募するか否かについては本新株予約権の保有者の皆様のご判断に委ねる旨を決議したとの

ことです。なお、監査役３名（うち社外監査役２名）の全員が、上記対象者取締役会に出席し、当該決議に異議はない旨の

意見を述べているとのことです。

 

なお、当社と対象者は、平成24年１月30日付で本公開買付賛同契約を締結しております。本公開買付賛同契約の概要は以

下のとおりです。

①　対象者は、公開買付期間が満了するまでの間、賛同決議を維持し、これを撤回又は変更する取締役会決議を行わないも

のとする。但し、賛同決議を維持することが対象者の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断

する場合はこの限りではない。

②　対象者は、本公開買付賛同契約締結日以降、公開買付者以外の者に対し、公開買付けの実施その他の方法により株券等

を取得するよう勧誘、提案、打診その他これを誘引する行為を行わず、また、公開買付者以外に公開買付けを実施しよう

とする者と当該公開買付けに関して積極的に接触しないものとする。但し、かかる勧誘等を行わないことが対象者の取

締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合にはこの限りではない。

③　対象者は、善良なる管理者の注意をもって、かつ、本公開買付賛同契約締結日以前に行っていたところと実質的に同一

かつ通常の業務遂行の方法により、対象者の業務の執行及び財産の管理・運営を行うものとし、また、一定の事項につ

いては、公開買付者の事前の書面による同意を得るものとする。

④　本公開買付けが成立した場合には、その後公開買付者の指定する者が対象者の役員に選任されるまでの期間、対象者

は、対象者の取締役会に対して公開買付者が指定する者若干名をオブザーバーとして参加させる。
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⑤　対象者は、本公開買付けに応募された対象者の発行済普通株式の合計数が4,441,345株以上の場合で、かつ、公開買付

者が本公開買付けによって株券等の全てを取得できなかった場合には、本公開買付けの完了後、対象者の株主を公開買

付者のみとするための手続として公開買付者が指定する手続を実施するため、公開買付者に対して必要な協力を行う

ものとする。但し、本公開買付けの応募状況、本公開買付け後における公開買付者の保有株券等の数その他の事由によ

り、当該協力を行うことが対象者の取締役としての善管注意義務に違反すると対象者が合理的に判断する場合にはこ

の限りではない。

⑥　本公開買付けが成立した場合には、対象者は、平成24年５月に開催が予定される対象者の定時株主総会に上程する議

案について、対象者の取締役会における決定に先立ち、公開買付者と事前に協議を行うものとする。

⑦　公開買付者は、対象者の経営の独立性を尊重するものとし、対象者の行う取引が対象者の企業価値の維持・向上等に

寄与するものであると認める場合には承認するものとする。

⑧　本公開買付けが成立した場合、対象者において資金調達の必要が生じた場合には、公開買付者が合理的であると判断

した範囲内で協力するものとする。

 

さらに、当社は、平成24年１月30日付「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ及び株式会社ローソンとの業務提携及び資本

提携の検討に向けた基本合意に関するお知らせ」において対象者が公表しておりますとおり、当社、株式会社ローソン及

び対象者の間において、本公開買付けの成立を前提とした業務提携及び資本提携の検討について平成24年１月30日付で基

本合意しております。当社は、本公開買付けが成立した場合、その後、株式会社ローソン及び対象者との間において、以下の

提携内容について、最終的な契約の締結を目指し、協議・検討いたします。

①　３社による協業関係の実現をより強固なものとするための、株式会社ローソンから対象者への所有割合にして最大

20％の出資（当該出資のために、公開買付者が、本公開買付けにより取得した対象者普通株式の一部（公開買付者の所

有割合が50％超となる範囲とします。）を本公開買付け後、原則として、公開買付者が対象者を完全子会社化した後に、

株式会社ローソンの社内手続上必要な承認が得られることを条件として、本買付価格で株式会社ローソンに対して譲

渡することを含みます。）

②　上記出資を前提とし、対象者の代表取締役副社長１名を株式会社ローソンから派遣すること

③　公開買付者が保有するモバイルＩＴノウハウと、株式会社ローソン及び対象者が保有する物流ノウハウの融合、及び

株式会社ローソンと対象者による共同物流センターの構築等を通じた物流機能の効率化

 

（２）公開買付者と対象者役員との間の合意

該当事項はありません。
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第５【対象者の状況】
 

１【最近３年間の損益状況等】

（１）【損益の状況】

決算年月 ― ― ―

売上高 ― ― ―

売上原価 ― ― ―

販売費及び一般管理費 ― ― ―

営業外収益 ― ― ―

営業外費用 ― ― ―

当期純利益（当期純損失） ― ― ―

 

（２）【１株当たりの状況】

決算年月 ― ― ―

１株当たり当期純損益 ― ― ―

１株当たり配当額 ― ― ―

１株当たり純資産額 ― ― ―

 

２【株価の状況】

       （単位：円）

金融商品取引所名
又は認可金融商品
取引業協会名

大阪証券取引所　ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 平成24年1月

最高株価 740 759 735 762 750 750 739

最低株価 585 626 640 702 720 701 696

　（注）　平成24年１月については、平成24年１月30日までの株価です。
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３【株主の状況】

（１）【所有者別の状況】

       年　月　日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － － － － － － － －

所有株式数
（単位）

－ － － － － － － － －

所有株式数の
割合（％）

－ － － － － － － － －

 

（２）【大株主及び役員の所有株式の数】

①【大株主】

  年　月　日現在

氏名又は名称 住所又は所在地
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

計 ― ― ―

 

②【役員】

   年　月　日現在

氏名 役名 職名
所有株式数
（株）

発行済株式の総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

計 ― ― ― ―
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４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第22期（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）　平成22年５月27日関東財務局長に提出

事業年度　第23期（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）　平成23年５月26日関東財務局長に提出

 

②【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第24期第３四半期（自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日）　平成24年１月13日関東財務局長に提出

 

③【臨時報告書】

該当事項はありません。

 

④【訂正報告書】

該当事項はありません。　

 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

らでぃっしゅぼーや株式会社

（東京都港区芝公園三丁目１番13号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

 

５【その他】

（１）配当予想の修正

対象者が平成24年１月30日付で公表している「配当予想の修正及び株主優待制度の廃止に関するお知らせ」によれ

ば、対象者は、平成24年１月30日開催の取締役会において、平成24年２月期の配当予想を修正し、平成24年２月期の期末配

当を行わないこと、平成25年２月期より株主優待制度を廃止することを決議しているとのことです。詳細につきまして

は、対象者の当該公表の内容をご参照下さい。

 

（２）業務提携及び資本提携の検討に関する基本合意

対象者は、平成24年１月30日付「株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ及び株式会社ローソンとの業務提携及び資本提

携の検討に向けた基本合意に関するお知らせ」において対象者が公表しておりますとおり、当社、株式会社ローソン及び

対象者の間において、本公開買付けの成立を前提とした以下の提携内容を含む業務提携及び資本提携の検討について平

成24年１月30日付で基本合意しているとのことです。

①　３社による協業関係の実現をより強固なものとするための、株式会社ローソンから対象者への所有割合にして最大

20％の出資（当該出資のために、公開買付者が、本公開買付けにより取得した対象者普通株式の一部（公開買付者の

所有割合が50％超となる範囲とします。）を本公開買付け後、原則として、公開買付者が対象者を完全子会社化した

後に、株式会社ローソンの社内手続上必要な承認が得られることを条件として、本買付価格で株式会社ローソンに対

して譲渡することを含みます。）

②　上記出資を前提とし、対象者の代表取締役副社長１名を株式会社ローソンから派遣すること

③　公開買付者が保有するモバイルＩＴノウハウと、株式会社ローソン及び対象者が保有する物流ノウハウの融合、及

び株式会社ローソンと対象者による共同物流センターの構築等を通じた物流機能の効率化
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